
令和６年１月19日　金曜日           
第464号1 増刊①

令
和
六
年
一
月
十
九
日

第
四
百
六
十
四
号

増

刊

①

　
　
　
　
規

則
（
第
二
号
）

○
福
岡
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則　
　
　
　
　

（
税　

務　

課
）
…
…
…
…
…
一

　

福
岡
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
六
年
一
月
十
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

服
部　

誠
太
郎　
　

福
岡
県
規
則
第
二
号

福
岡
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
年
福
岡
県
規
則
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。

　

第
四
条
中
「
の
申
告
」
の
下
に
「
又
は
申
請
」
を
、
「
申
告
書
」
の
下
に
「
又
は
申
請
書
」
を
加
え

、
「
、
同
項
に
規
定
す
る
納
税
地
外
に
住
所
等
を
有
す
る
納
税
管
理
人
の
申
請
は
第
二
号
の
二
様
式
に

よ
る
申
請
書
に
」
を
削
る
。

　

第
十
条
の
二
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
中
「
特
別
徴
収
義
務
者
」
を
「
納
税
者
又
は
特
別
徴

収
義
務
者
」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
五
条
の
二
第
一
号
中
「
第
四
十
八
条
第
三
項
」
を
「
第
七
百
三
十
九
条
の
五
第
三
項
」
に
改

め
る
。

　

第
三
十
一
条
第
二
十
七
号
中
「
、
第
三
債
務
者
等
が
あ
る
場
合
の
滞
納
者
」
を
削
る
。

　

第
三
十
五
条
の
見
出
し
中
「
県
民
税
」
の
下
に
「
及
び
森
林
環
境
税
」
を
加
え
、
同
条
中
「
行
な
う

」
を
「
行
う
」
に
改
め
、
「
県
民
税
」
の
下
に
「
及
び
森
林
環
境
税
」
を
加
え
る
。

　

第
三
十
六
条
の
見
出
し
中
「
県
民
税
」
を
「
個
人
の
県
民
税
及
び
森
林
環
境
税
」
に
改
め
、
同
条
中

「
県
民
税
」
の
下
に
「
又
は
森
林
環
境
税
」
を
加
え
る
。

　

第
三
十
六
条
の
二
の
見
出
し
中
「
県
民
税
」
の
下
に
「
及
び
森
林
環
境
税
」
を
加
え
、
同
条
中
「
個

人
県
民
税
」
を
「
個
人
の
県
民
税
及
び
森
林
環
境
税
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
六
条
の
八
か
ら
第
四
十
六
条
の
十
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
四
十
六
条
の
八
か
ら
第
四
十
六
条
の
十
ま
で　

削
除

　

第
四
十
六
条
の
十
一
第
一
項
中
「
付
則
第
八
条
の
四
第
四
項
」
を
「
付
則
第
八
条
の
四
第
二
項
」
に

、
同
条
第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
付
則
第
八
条
の
四
第
五
項
」
を
「
付
則
第
八
条
の
四
第
三
項
」
に
改

め
る
。

　

第
四
十
七
条
第
一
項
中
「
付
則
第
八
条
の
四
第
六
項
」
を
「
付
則
第
八
条
の
四
第
四
項
」
に
、
同
条

第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
付
則
第
八
条
の
四
第
七
項
」
を
「
付
則
第
八
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
る
。

　

第
四
十
九
条
中
「
第
二
十
二
条
第
一
項
及
び
条
例
別
表
」
を
「
第
二
十
二
条
の
規
定
」
に
改
め
る
。

　

第
七
十
条
の
六
第
二
項
中
「
、
自
動
車
用
炭
化
水
素
油
譲
渡
証
」
を
「
、
自
動
車
用
炭
化
水
素
油
譲

渡
証
用
紙
」
に
改
め
る
。

　

様
式
目
次
中

「
二

納
税
管
理
人
設
定
（
変
更
）
申
告
書

九
条

四
条

」
を

「
二

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

申　

告　

書

納
税
管
理
人
設
定
（
変
更
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

承
認
申
請
書

九
条

四
条

」
に
、

「
二
の
二

納
税
管
理
人
設
定
（
変
更
）
承
認
申
請
書

九
条

四
条

」
を

「
二
の
二

（
削
除
）

」
に
、

「
八
十
の
二

住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
等
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産

取
得
税
の
徴
収
猶
予
申
請
書

二
十
条
の

三
十
三

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三

四
十
五
条

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

目

次
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二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十

四
十
六
条

の
十
一

四
十
七
条

」
を

「
八
十
の
二

住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
等
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産

取
得
税
の
徴
収
猶
予
申
請
書

二
十
条
の

三
十
三

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

四
十
五
条

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十
一

四
十
七
条

」
に
、

「
八
十
の
二

の
二

不
動
産
取
得
税
徴
収
猶
予
（
取
消
）
通
知
書

二
十
条
の

三
十
四

四
十
五
条

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十

四
十
六
条

の
十
一

四
十
七
条

」
を

「
八
十
の
二

の
二

不
動
産
取
得
税
徴
収
猶
予
（
取
消
）
通
知
書

二
十
条
の

三
十
四

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

四
十
五
条

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十
一

に
、
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四
十
七
条

」

「
八
十
の
二

の
三

不
動
産
取
得
税
徴
収
猶
予
通
知
書

二
十
条
の

三
十
四

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

付
則
九
条

四
十
五
条

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十

四
十
六
条

の
十
一

四
十
七
条

四
十
八
条

の
二

」
を

「
八
十
の
二

の
三

不
動
産
取
得
税
徴
収
猶
予
通
知
書

二
十
条
の

三
十
四

二
十
条
の

三
十
五
の

二二
十
条
の

三
十
五
の

三二
十
条
の

三
十
五
の

四二
十
条
の

三
十
五
の

五

四
十
五
条

四
十
六
条

の
二

四
十
六
条

の
三

四
十
六
条

の
四

四
十
六
条

の
五

に
、

二
十
条
の

三
十
五
の

六二
十
条
の

三
十
五
の

七付
則
八
条

の
四

付
則
九
条

四
十
六
条

の
六

四
十
六
条

の
七

四
十
六
条

の
十
一

四
十
七
条

四
十
八
条

の
二

」

「
八
十
一
の

の
八

　
　
　
　
　
　
　

減
額
申
告
書

不
動
産
取
得
税
の　
　
　
　
　

（
心
身
障
害
者
を
多
数

　
　
　
　
　
　
　

還
付
申
請
書

雇
用
す
る
事
業
所
の
施
設
関
係
）

付
則
八
条

の
四

四
十
六
条

の
十

」
を

「
八
十
一
の

の
八

（
削
除
）

」
に

改
め
る
。

　

第
一
号
様
式
中
「、

又
は
検
査

」
を
「、

検
査
し

、

又
は
物
件
の
提
示
若
し
く
は
提
出
の
要
求
」
に

改
め
る
。

　

第
二
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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第
２
号
様
式
（
第
４
条
関
係
）
 

 

納
税
管
理
人
設
定

 
（
 
変
更
）

 
 

 
 

 

 

 
 
福
岡
県
 
 
 
県
税
事
務
所
管
内
に
お
い
て
、
私
の
納
付
（
納
入
）
す
べ
き
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
係
る
納
税
に
関
す
る
一
切
の
事
項
を
処
 

 

理
さ
せ
る
た
め
、
次
の
と
お
り
納
税
管
理
人
を
定
め
た
の
で
（
変
更
し
ま
し
た
の
で
）
 
 
 
 
 
し
ま
す
。
 

  
 

納
税
管
理
人
 

住
所
 

所
在
地
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
市
 
 
 

 
 
町
 

 
 
 
 
 
県
 
 
 
 
 
郡
 
 
 

 
 
村
 

電
話
番
号
 

 
 

 
 

氏
名
 

名
称
 

 
生
年
月
日
 

設
立
日
 

年
 
 
月

 
 
日
 

納
税
管
理
人
を
定
め
た
（
変

更
し
た
）
理
由
 

 
 

  
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
納
税
義
務
者
 

 
 
福
岡
県
 
 
 
県
税
事
務
所
長
 
殿
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特
別
徴
収
義
務
者
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

住
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

所
在
地
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

名
称
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

電
話
 
（
 
 
 
－
 
 
 
－

 
 
 
）
 
 

 備
考

 
納
税
地
内
に
納
税
管
理
人
を
設
定
す
る
場
合
は
「
申
告
」
を
、
納
税
地
外
に
納
税
管
理
人
を
設
定
す
る
場
合
は
「
承
認
を
申
請
」
を
〇
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

申
告
書
 

承
認
申
請
書
 

申
告
 

承
認
を
申
請
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第
二
号
の
二
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
２
号
の
２
様
式

　

削
除

　

第
二
号
の
三
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 6第464号 増刊①

第
２
号
の
３
様
式
（
第
４
条
関
係
）
 

納
税
管
理
人
不
設
定
認
定
申
請
書
 

 
私
は
、
納
付
(
納
入
)
す
べ
き
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に
係
る
納
税
地
に
住
所
、
居
所
、
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
し
な
い
又
は
有
す
る
も
常

に
不
在
の
状
態
に
あ
り
ま
す
が
、
次
の
理
由
に
よ
り
、
福
岡
県

 
 
 
県
税
事
務
所
管
内
に
お
け
る
私
の
納
付

(
納
入
)
す
べ
き
県
税
に
係
る
納
税
に
関
す
る
事
項
の
処

理
に
支
障
が
な
い
の
で
、
納
税
管
理
人
を
定
め
な
い
こ
と
を
認
定
さ
れ
る
よ
う
申
請
し
ま
す
。
 

 
 

納
税
管
理
人
を
定
め
な
い
理
由
(
県
税
に
か
か
る
納
税
に
関
す
る
事
項
の
処
理
に
支
障
が
な
い
理
由
を
具
体
的
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
) 

 
 

 
 

  
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
納
税
義
務
者
 

 
 
福
岡
県
 
 
 
県
税
事
務
所
長
 
殿
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特
別
徴
収
義
務
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

所
在
地

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

名
称
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

電
話
 
（

 
 
 
－
 
 
 
－
 
 
 
）
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第
二
十
号
様
式
中

「

住　
　
　
　
所

」
を

「

住　
　
　
　
所

（所

 在

 地
）

」
に
、

「

氏　
　
　
　
名

（名　
称

）

」
を

「

氏　
　
　
　
名

（名　
称

）

（電
話　
　
　
－　
　
　
－　
　
　

）
」
に
、

「
※延

長
期
限

」
を
「延

長
期
限

」
に
、
「年

度
」
」
を
「年

度

」
「期

別

」
」
に
、
「下

さ
い

」
を

「く
だ
さ
い

」
に
改
め
、
同
様
式
の
注
の
４
を
削
る
。

　

第
二
十
五
号
様
式
そ
の
二
及
び
第
二
十
五
号
様
式
そ
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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第２５号様式その２（第17条関係） 
 
     受付印 

  

登録番号   

              更 正 請 求 書 

納税義務者又は特別徴収義務者 

     年  月  日 

  福岡県   県税事務所長 殿 

住 所

又は所在地 

    

氏 名

又 は 名 称 

  

個人番号又は法人番号（右詰で記載） 

                          

 地方税法第20条の９の３第１項、第２項の規定により、以下のとおり請求します。 

税目  申告書の提出年月日 
更 正 又 は
決 定 の 通 知
を 受 け た 日 更

正
請
求
の
期
間 

年 月分から 

 

年 月分まで 

  ・ ・   ・ ・ 

・ ・ 
  ・ ・   ・ ・ 

  ・ ・   ・ ・ 

区
分 

 

月
別 

更 正 前 の 額 更 正 後 の 額 

課税標準等 税 額 等 課税標準等 税 額 等 

         

         

         

         

         

         

合 計        

請
求
の
理
由 

  

 備考 令和５年１月１日以後に納税義務又は特別徴収義務が成立する県税に係る更正の請求をする場合には、

「更正前の額」の「課税標準等」の欄は記載を要しない。 
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第２５号様式その３（第17条関係） 

    受付印 

決裁 係員 係長 課長 副所長 所長 整理番号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※
印
欄
は
記
載
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 

年

月

日 

          

※ 

照合番号 

※ 

      

納 税 

義務者 

住 所 

（所在地） 
  

年  月  日 

福岡県 

県税事務所長 殿 

氏 名 

（名称） 

 

（電話   ―    ―    ） 

自 動 車 税 

軽自動車税 
（環境性能割）更正請求書 

 地方税法第20条の９の３第１項、第２項の規定により、以下のとおり請求します。 

自 動 車

の 内 容 

登録（車両）番号 

福岡 

北九州 

久留米 

筑豊 

申告書提出

年月日 
年  月  日 更正又は決定の通知を受けた日 年  月  日 

区 分 課税標準等 税 額 等 

更 正 前 の 額 円 円 

更 正 後 の 額 円 円 

請
求
の
理
由 

  

※             事 務 処 理 事 項 

  

通知書発送年月日

番 号 

年  月  日 

第     号 

調査年月日 

調 査 員 

印 

年 月 日   

 備考 令和５年１月１日以後に納税義務が成立する自動車税又は軽自動車税の環境性能割に係る更正の

請求をする場合には、「更正前の額」の「課税標準等」の欄は記載を要しない。 



令和６年１月19日　金曜日 10第464号 増刊①
　

第
二
十
五
号
様
式
そ
の
五
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日11 第464号 増刊①
 

第２５号様式その５（第17条関係） 

県民税株式等譲渡所得割の更正請求書 

  受付印 

 

      法 人 番 号                           

 

    年  月  日 

 

福岡県西福岡県税事務所長 殿 

義

務

者 

特
別
徴
収 

所在地   

名 称  

 地方税法第20条の９の３第１項、第２項の規定により、以下のとおり請求します。 

更
正
請
求
の
期
間 

    年  月分から 

 

 

 

 

    年  月分まで 

納入申告書の提出年月日 更正又は決

定の通知を

受けた日 月分 ・ ・ 月分 ・ ・ 

  ・ ・   ・ ・ 
  

  ・ ・   ・ ・ 

区分 

月別 

更正の請求前 更正の請求後 

課税標準等 税 額 等 課税標準等 税 額 等 

  円 円 円 円 

          

          

          

          

          

合 計         

請 求 の 理 由   

添付書類 ①道府県民税株式等譲渡所得割領収証書（納入申告書）の写し 

     ②課税標準等又は税額等が過大であること等の事実を証する資料 

     ③都道府県間の申告の誤りがある場合は、都道府県別明細書 

 

備考 令和５年１月１日以後に特別徴収義務が成立する県民税株式等譲渡所得割に係る更

正の請求をする場合には、「更正の請求前」の「課税標準等」の欄は記載を要しない。 



令和６年１月19日　金曜日 12第464号 増刊①
　

第
二
十
七
号
様
式
そ
の
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日13 第464号 増刊①

 
（表）  

第２７号様式その１（第18条関係） 

法人の 
県 民 税 
事 業 税 
特別法人事業税 

に係る 
更正 

決定 
及び 

過 少 申 告 加 算 金 
不 申 告 加 算 金 
重 加 算 金 

額 
決定通知書 

納額告知書 
 

本 店

所 在 地 

  年   月   日  

 

 

福岡県   県税事務所長   印        法人名 様 

代表者 様 
  管理番号   

 下記のとおり更正・決定したので通知します。下記不足税額、過少申告加算金、不申告加算金
及び重加算金を合計した金額を別紙納付書により、            までに指定金融機
関、指定代理金融機関、収納代理金融機関、九州内（沖縄県を除く。）のゆうちょ銀行若しくは
郵便局又は          に納付してください。 
 延滞金が発生する場合は、本税完納後に送付する納付書で納付してください。 

申告

期限 

当初   
申告日 

当初   

今回   今回   

 期 末 現 在 の 資 本 金 の 額
又 は 出 資 金 の 額 

円 

 期 末 現 在 の 資 本 金 の 額 及 び
資 本 準 備 金 の 額 の 合 算 額 

円 

事業年度             から                    まで 期 末 現 在 の 資 本 金 等 の 額 円 

法 人 事 業 税 （     ） 法 人 県 民 税 （     ） 

区 分 課税標準額       円 税率 税 額  円 区分 円 

更
正
・
決
定
・
是
認
に
よ
る
税
額 

法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号 

所

得

割 

総 額 
      

法

人

税

割 

課 税 標 準 と な る

法 人 税 額 

総 額 
  

    

100  
  

本 県 分 
  

    

100  
  

法 人 税 割 額 
100  

  

    

100  
  道 府 県 民 税 の 特 定 寄 附 金

税 額 控 除 額 
  

計 
      

税 額 控 除 超 過 額 相 当 額 の 加 算 額 
  

軽減税率不適用
法 人 の 金 額 

  

100  
  

外 国 子 会 社 控 除 額 
  

付
加
価
値
割 

総 額 
      

外 国 の 法 人 税 額 等 控 除 額 
  

付 加 価 値 額 
  

100  
  

仮 装 経 理 に 基 づ く 控 除 額 
  

資
本
割 

総 額 
      利 子 割 額 の 控 除 額 

（ 控 除 し た 金 額 ） 
  

資 本 金 等 の 額 
  

100  
  

差 引 税 額 
  

第
二
号 

収
入
割 

総 額 
      

納 付 確 定 分 
  

  

収 入 金 額 
  

100  
  

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 控 除額 
 

第
三
号
等 

所
得
割 

総 額 
  

  
  既 還 付 請 求 利 子 割 額 が 過 大 で

あ る 場 合 の 納 付 額 

 

所 得 金 額 
  

100  
  

差 引 増 減 税 額 
  

付
加
価
値
割 

総 額 
  

  
  

均

等

割 

事 務 所 等 を 有 し て い た 月 数   

付 加 価 値 額 
  

100  
  

12×　　円   
  

資
本
割 

総 額 
  

  
  

納 付 確 定 分 
  

資 本 金 等 の 額 
  

100  
  

差 引 増 減 税 額 
  

収
入
割 

総 額 
  

  
  

 
 

分
割
基
準 

県 民 税 

福 岡 県 
  

収 入 金 額 
  

100  
  

総 額 
  

合 計 事 業 税 額 
  

事 業 税 １ 

福 岡 県 
  

利子割額に関する計算 
    

総 額 
  

利 子 割 額 
  

納 付 確 定 分 
  

事 業 税 ２ 

福 岡 県 
  

控 除 し た 金 額 
  

差 引 増 減 税 額 
    

総 額 
  

控除することができ

なかった金額 

  

特
別
法
人
事
業
税
額 

第
一
号 

所得割に係る税額 
  

国 税 処 理 年 月 日 
  

既に還付を請求した

利子割額 

  第
二
号 

収入割に係る税額 
  法

第
七
十
二
条
の
二

第
一
項
第
一
号 

重 加 対 応 所 得 金 額 
  

既還付請求利子割額

が過大である場合の

納付額 

  第
三
号
等 

収入割に係る税額 
  

重 加 対 応 付 加 価 値 額 
  

      
重 加 対 応 資 本 金 等 の 額 

  

  
納付確定分 

  第
二
号

重 加 対 応 収 入 金 額 
  

差 引 増 減 税 額 
  

  重 加 対 応 所 得 金 額 
  

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税 

過
少
申
告
加
算
金 

通 常 分 
    

100
  

×  
  

第
三
号
等 

重 加 対 応 付 加 価 値 額 
  

5 ％ 加 重 分 
    

100
  

×    重 加 対 応 資 本 金 等 の 額 
  

既に納付の確定した当
期 分 の 加 算 金 

  
差 引 増 減 金 額 

  
重 加 対 応 収 入 金 額 

  

不
申
告
加
算
金 

通 常 分 
    

100
  

×  
  

福 岡 県 分 重 加 対 応 税 額 
  

5 ％ 加 重 分 
    

100
  

×  
  

  加算後累積納付税額が300万円超のとき  
 

1 0 ％ 加 重 分 
    

100
  

×  
  

既に納付の確定した当
期 分 の 加 算 金 

  差 引 増 減 金 額     

重
加
算
金 

通 常 分 
    

100
  

×  
  

  

1 0 ％ 加 重 分 
    

100
  

×  
  

既に納付の確定した当
期 分 の 加 算 金 

  
差 引 増 減 金 額 

  
還 付 と な る 利 子 割 額 

  

 



令和６年１月19日　金曜日 14第464号 増刊①

 

（裏） 

教示 

１  この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知事に対し

て審査請求をすることができます。 

  なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なるべく所轄県税事務所長を経

由して提出することとしてください。 

２  この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができません。審査請求

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福

岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ただし、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決を経ないで、この処分の取消しの訴

えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

  ⑵ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消し

の訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることが認められる場合があります。 

 



令和６年１月19日　金曜日15 増刊①第464号
　

第
二
十
七
号
様
式
そ
の
三
中
「に

延
滞
金
を
合
計
し
た
金
額

」
を
削
り
、
「納

付
書

」
を
「納

入

（

付
）書

」
に
、
「福

岡
県
指
定
金
融
機
関

」
を
「指

定
金
融
機
関

、
指
定
代
理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
収
納
代
理
金
融
機
関

」
を
「収

納
代
理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
内
の
郵
便
局

、

」
を
「九

州

内

（沖
縄
県
を
除
く

。

）の
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
若
し
く
は
郵
便
局
又
は

」
に
、

「こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。
　　

　
　
　
　

 

」
を

「延
滞

金
が

発
生

す
る

場
合

は
、

不
足

税
額

等
の

完
納

後
に

納
付

書
を

送
付

し
ま

す
。

こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
七
号
様
式
そ
の
五
中
「福

岡
県
指
定
金
融
機
関

」
を
「指

定
金

融
機

関
、

指
定

代
理

金
融

機

関

」
に
、
「福

岡
県
収
納
代
理
金
融
機
関

」
を
「収

納
代
理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
内
の
郵
便
局

、

」
を
「九

州
内

（
沖

縄
県

を
除

く
。

）
の

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

若
し

く
は

郵
便

局
又

は

」
に
改
め
、
「並

び
に
当
該
不
足
税
額
に
係
る
法
定
納
期
限
の
翌
日
か
ら
納
付
の
日
ま
で
の
延
滞
金

」
を
削
り
、
「納

付
し

て
く
だ
さ
い

。

」
の
次
に
「な

お
、
延
滞
金
が
発
生
す
る
場
合
は

、
本
税
完
納
後
に
納
付
書
を
送
付
し

ま
す

。

」
を
加
え
る
。

　

第
二
十
七
号
様
式
そ
の
八
中
「に

延
滞
金
を
合
計
し
た
金
額

」
を
削
り
、
「福

岡
県
指
定
金
融
機
関

」
を
「指

定
金

融
機

関
、

指
定

代
理

金
融

機
関

」
に
、
「福

岡
県
収
納
代
理
金
融
機
関

」
を
「収

納
代

理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
内
の
郵
便
局

、

」
を
「九

州
内

（沖
縄
県
を
除
く

。

）の
ゆ
う
ち
ょ
銀

行
若
し
く
は
郵
便
局
又
は

」
に
改
め
、

「こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。
　　

　
　
　
　

 

」
を

「延
滞

金
が

発
生

す
る

場
合

は
、

不
足

税
額

等
の

完
納

後
に

納
付

書
を

送
付

し
ま

す
。

こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。
」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
七
号
様
式
そ
の
九
中
「に
延
滞
金
を
合
計
し
た
金
額

」
を
削
り
、
「納

付
書

」
を
「納

入

（
付

）書

」
に
、
「福

岡
県
指
定
金
融
機
関

」
を
「指

定
金
融
機
関

、
指
定
代
理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
収
納
代
理
金
融
機
関

」
を
「収

納
代
理
金
融
機
関

」
に
、
「福

岡
県
内
の
郵
便
局

、

」
を
「九

州

内

（沖
縄
県
を
除
く

。

）の
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
若
し
く
は
郵
便
局
又
は

」
に
、

「こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。
　　

　
　
　
　

 

」
を

「延
滞

金
が

発
生

す
る

場
合

は
、

不
足

税
額

等
の

完
納

後
に

納
付

書
を

送
付

し
ま

す
。

こ
の

処
分

に
係

る
審

査
請

求
等

に
つ

い
て

は
別

紙
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

」
に
改
め
る
。

　

 

第
三
十
六
号
の
二
様
式
中

「
納

　
　

税
　

　
者

　
特

別
徴

収
義

務
者

」

を「
　

納
　

　
税

　
　

者

　
　

特
別

徴
収

義
務

者
　

」

に
、
「委

託

」
を
「受

託

」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
六
号
の
三
様
式
中

「
（乙

）
」
、「

市
　

　
　

　
　

町

　
郡

　
　

　
　

　
村

」

及
び
「（

用
紙

　
18cm

×
12.5cm

）

」
を
削
り
、
同
様
式
の

備
考
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

備
考

　
知

事
が

引
継

ぎ
を

受
け

て
い

る
徴

収
金

に
つ

い
て

は
、

「
福

岡
県

　
　

　
県

税
事

務
所

出
納

員

」
を

「
福

岡
県

総
務

部
税

務
課

出
納

員
」

に
改

め
る

。

　

第
三
十
六
号
の
四
様
式
中
「地

方
税
法
第

48条
に
基
づ
く
引
継

」
を
「引

継
ぎ

」
に
改
め
る
。

　

第
三
十
六
号
の
六
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

、



令和６年１月19日　金曜日 16第464号 増刊①
 

第
３
６
号
の
６
様
式
（
第
2
5条
の
２
関
係
）
 

（
第
１
紙
）
 

（
第
２
紙
）
 

（
第
３
紙
）
 

 
１
 

公
売
保
証
金
領
収
証
 

２
 

公
売
保
証
金
納
付
書
 

３
 

公
売
保
証
金
領
収
証
（
控
）
 

 
 売
却
区
分
の

番
号
 

 
 

 
  

 売
却
区
分
の

番
号
 

 
 

 
  

 売
却
区
分
の

番
号
 

 
 

 
 

公
売
財
産
の

表
示
 

 
 

公
売
財
産
の

表
示
 

 
 

公
売
財
産
の

表
示
 

 
 

公
売
保
証
金
額
 
百
 
十
 
万
 
千
 
百
 
十
 
円
 

公
売
保
証
金
額
 
百
 
十
 
万
 
千
 
百

 
十
 
円
 

公
売
保
証
金
額
 
百
 
十
 
万
 
千
 
百
 
十
 
円
 

納
付
者
（
入
札
者
) 

 
住
所
・
氏
名
 

納
付
者
（
入
札
者
）
 

 
住
所
・
氏
名
 

納
付
者
（
入
札
者
）
 

 
住
所
・
氏
名
 

 
 

領
収
日
付
印
 

 
 

領
収
日
付
印
 

 
 

領
収
日
付
印
 

 
 

 
 

 
 

 
 歳
入
歳
出
外
現
金
 

「
保
証
金
そ
の
他
」
 

 
 

 
 歳
入
歳
出
外
現
金
 

「
保
証
金
そ
の
他
」
 

 
 

 
 歳
入
歳
出
外
現
金
 

「
保
証
金
そ
の
他
」
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

領
収

書
 

 
公
売
保
証
金
と
し
て
納
付
し
た
上
記
の
金
額
 

 
 
 
 
 
 
円
の
払
戻
し
を
受
け
ま
し
た
。
 

年
 
 
月
 
 
日
 
 

福
岡
県
 
 
 
県
税
事
務
所
出
納
員
 
 
殿
 

入
札
者
 
住
所
 

氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

（
本
人
交
付
用
）
 
 

（
収
税
課
保
管
用
）
 
 

（
総
務
保
管
用
）
 
 

備
考
 
１

 
（
第
３
紙
）
の
押
印
に
つ
い
て
は
、
氏
名
又
は
代
表
者
名
を
自
署
す
る
場
合
は
、
不
要
で
あ
る
こ
と
。
 

２
 
知
事
が
引
継
ぎ
を
受
け
て
い
る
徴
収
金
に
つ
い
て
は
、
「
福
岡
県
 
 
 
県
税
事
務
所
出
納
員
」
を
「
福
岡
県
総
務
部
税
務
課
出
納
員
」
に
改
め
る
こ
と
。
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第
三
十
七
号
様
式
中
「地

方
税
法
第

48条
に
基
づ
く
引
継

」
を
「引

継
ぎ

」
に
改
め
る
。

　

第
五
十
八
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 18第464号 増刊①

 

第５８号様式（第31条関係） 

組合員等の持分の払戻等請求書        第       号   

 （組合等の名称）                              年   月   日   
 （代表者）                                             
              様 

福岡県   県税事務所長     印   
 
  下記の滞納金額を徴収するため、払戻し（譲受け）の予告を行った滞納者の持分について、国税徴収法第74
条第１項の規定の例によりその払戻し（譲受け）を請求します。 

 
 教示 
 １ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡
県知事に対して審査請求をすることができます。 

   なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なるべく所轄県税
事務所長を経由して提出することとしてください。 

 ２ この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませ
ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に福岡県
を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

   ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決を経ないで、
この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  （１） 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 
  （２） 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
  （３） その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
 ３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審

査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過

した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上

記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても

審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

(

組
合
員
等)

 

滞
納
者 

住(居)所   

氏 名   

滞

納

金

額 

年度 税 目 課税番号 
年月分 納期限 

税 額 ※延滞金額 加算金額 摘要 
調定事由 連番 法定納期限等 

      
    円 法律による金額 

円 
円 

  
      

      
    

  
法律による金額 
 

    
      

      
    

  
法律による金額 
 

    
      

※滞納処分費（法律による金額） 円 

本書作成の日までに徴収すべき金額 千  百 十 万 千 百 十 円 

持分の払戻し（譲受け）請求の予告をした年月日 年   月   日 

払戻し（譲受け）を

請求する持分の種類

及び口数等 

  

理 由   

注 ※印の欄に掲げた金額は、本書作成の日までのものです。 
備考 １ 国税徴収法第74条第１項の規定の例により、組合等に対して、滞納者の持分の払戻し等を請求する場合

に使用すること。 
２ 知事が引継ぎを受けている徴収金については、「福岡県   県税事務所長」を「福岡県知事」に改め、
「なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なるべく所轄県
税事務所長を経由して提出することとしてください。」を削ること。 



令和６年１月19日　金曜日19 増刊①第464号
　

第
五
十
八
号
の
二
様
式
中
「払

戻
し
等
請
求

」
を
「払

戻
等
請
求

」
に
、
「組

合
の

」
を
「組

合
等

の
」
に
、
「、

差
し
押
え
た

」
を
「差

し
押
さ
え
た

」
に
、
「譲

渡

」
を
「譲

受
け

」
に
、

「
持
分
の
種
類
お
よ
び
口
数
等　
　
　
　

「
払
戻
し
（
譲
受
け
）
を
請
求
す

　

払
戻
し
（
譲
受
）
を
請
求
す
る
」
を　

　

る
持
分
の
種
類
及
び
口
数
等　

」
に
改
め
、
同
様
式
の
備

考
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

備
考

　
１

　
国

税
徴

収
法

第
74条

第
１

項
の

規
定

の
例

に
よ

り
、

組
合

等
に

対
し

て
、

滞
納

者
の

持

分
の

払
戻

し
等

を
請

求
す

る
た

め
、

同
条

第
２

項
の

規
定

の
例

に
よ

り
予

告
す

る
場

合
に

使

用
す

る
こ

と
。

　
　

　
２

　
知

事
が

引
継

ぎ
を

受
け

て
い

る
徴

収
金

に
つ

い
て

は
、

「
福

岡
県

　
　

　
県

税
事

務
所

長

」
を

「
福

岡
県

知
事

」
に

改
め

、
「

な
お

、
審

査
請

求
を

す
る

場
合

、
審

査
請

求
書

は
、

正

副
２

通
を

提
出

し
な

け
れ

ば
な

り
ま

せ
ん

が
、

な
る

べ
く

所
轄

県
税

事
務

所
長

を
経

由
し

て

提
出

す
る

こ
と

と
し

て
く

だ
さ

い
。

」
を

削
る

こ
と

。

　

第
六
十
一
号
様
式
そ
の
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 20第464号 増刊①

第６１号様式その１（第31条関係）（滞納者、第三債務者用） 

差 押 解 除 通 知 書      第     号 

年  月  日 

         様 

福岡県   県税事務所          

福岡県徴税吏員        印 

 下記財産の差押えを解除します。 

滞

納

者 

住(居)所   

氏 名   

差
押
解
除
財
産 

名称、数量、性質、所在、その他 差 押 年 月 日 

  

年  月  日 

備
考 

  

  

 備考 １ 国税徴収法第80条の規定の例により、差押えを解除する場合に使用すること。
ただし、同条第２項第２号の規定の例により、滞納者へ通知する場合は、「解除
します」を「解除しました」に改めること。 

２ 差押えを解除した財産について国税徴収法第81条の規定の例により、同法第5
5条各号に掲げる者のうち知れている者及び交付要求をしている者に対して差
押えを解除した旨等を通知する場合はその２（利害関係人用）と併せて作成す
ること。 

３ 「差押解除財産」欄の「差押年月日」欄には差押えを解除する財産の差押年
月日を記載し、その差押年月日が差押財産ごとに異なる場合には、それぞれの
異なる差押年月日を記載すること。 

４ 「備考」の欄には、次に掲げる事項を記載すること。 
     (1)  差押えを解除する財産が、動産又は有価証券等であって、当該財産を徴税

吏員又は第三者が保管している場合においては、その引渡しに関すること。 
(2)  封印、公示書その他差押えを明白にするために用いた物の除去を滞納者等
に行わせるときは、その除去に関すること。 

(3)  同法第65条等の規定の例により取り上げた債権に関する証書等がある場
合には、その引渡しに関すること。 

(4)  差押解除の理由を記載する必要があるときは、その理由 
(5)  差押えの効力を生ずべき参加差押えをした行政機関等に対し、差押財産を
引き渡した場合は、その旨 

(6)  その他差押解除通知書に記載することが必要と認められる事項 

    ５ 知事が引継ぎを受けている徴収金については、「福岡県   県税事務所」を
「福岡県総務部税務課」に改めること。 



令和６年１月19日　金曜日21 増刊①第464号
　

第
六
十
一
号
様
式
そ
の
二
中
「こ

の
通
知
書
は

、
国
税
徴
収
法
第

80条
第
２
項
第
２
号
お
よ
び
同
法

」
を
「国

税
徴
収
法

」
に
改
め
、
「、

滞
納
者

」
を
削
り
、
「も

の
お
よ
び

」
を
「者

及
び

」
に
、
「

も
の
に

」
を
「者

に

」
に
、
「こ

の
通
知
書
は

、

「差
押
解
除
通
知
書

」第
61号
様
式
そ
の
１

（滞
納

者
、
第
三
債
務
者
用

）と
あ
わ
せ
て

、
必
要
部
数
を
複
写
に
よ
り

」
を
「そ

の
１

（滞
納
者

、
第
三
債

務
者
用

）と
併
せ
て

」
に
改
め
る
。

　

第
六
十
一
号
の
三
十
七
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 22第464号 増刊①

第６１号の３７様式（第31条関係） 

配 当 に 関 す る 合 意 申 出 書 

年  月  日 
 福岡県   県税事務所長殿 

住(居)所          
滞 納 者               

氏 名        印 

住(居)所          
関係債権者               

氏 名        印 

 何某のした配当計算書に対する異議の申出について、関係者間で下記のとおり合意を

得ましたので、配当計算書を更正の上、配当してください。 

異
議
を
申
し
立
て
た
配
当
計
算
書
の
内
容 

滞
納
者 

住（居）所   

氏 名   

配 当 年 月 日 年  月  日     午 
前 

後 
時   分 

換 価 代 金 円 

公 売 財 産   

区分 氏 名 当 初 金 額 合意した金額 備 考 

配
当
金
額
の
明
細 

  
円 円 

  

      

      

      

      

 注 氏名又は代表者名を自署する場合は、押印は不要です。 

 備考 １ 国税徴収法第133条第２項第２号の規定の例により、配当計算書について異議

のある者と関係者が配当計算書の更正に合意し、配当すべきことを求める場合

に使用すること。 

    ２ 備考欄に異議の内容を簡記すること。 

    ３ 知事が引継ぎを受けている徴収金については、「福岡県   県税事務所長」

を「福岡県知事」に改めること。 
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第
六
十
一
号
の
六
十
八
様
式
そ
の
一
中
「所

　
　
　

属

」
を
「福

岡
県

　
　
　

県
税
事
務
所

」
に
、

「登
記
手
数
料
令
第

19条

」
を
「登

記
手
数
料
令
第

18条

」
に
改
め
る
。

　

第
六
十
一
号
の
六
十
八
様
式
そ
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 24第464号 増刊①

 

第６１号の６８様式 その２（第31条関係） 
申 請 書（会社法人用） 

 下記のとおり申請しますので

よろしくお願いします。 

   申 請 人 

   福岡県   県税事務所 

   福岡県職員            印 

     福岡県   県税事務所長  

 申請は公務のためであることを証明します。 

商 号 
（会 社 等 の 名 前） 

  

会 社 番 号   

法 人 番 号                           

本 店（支 店） 
（会 社 の 住 所） 

  

該当事項の□にレをつけ、所要事項を記入してください。 
□コンピュータ化に伴う登記事項証明書 
  ＊一部□に印をつけた場合は右欄の□にもレ印をつけてください。 

  請 求 事 項 一 部 請 求 事 項 請求通数   

①現在事項証明書（現在効力がある部分） 
 □全部（謄本） 
 □一部（抄本） 

＊商号区・会社状態区はどの請求にも表示
されます。 

□株式・資本区 

□目 的 区 

□役 員 区 

□支 店 区 

□支 配 人 区 

□そ の 他 

  （         区） 

  

②履歴事項証明書（コンピュータ化後の変更
を含む証明） 

 □全部（謄本） 
 □一部（抄本） 

  

③閉鎖事項証明書（①②以外の登記事項） 
 □全部（謄本） 
 □一部（抄本） 
 □コンピュータ化に伴う閉鎖謄本 

  

④□代表者事項証明書（代表権のある者の証明） 
  ２名以上のうち１名のみを請求する場合 
  （代表者の氏名           ） 

  

□コンピュータ化に伴う登記事項要約書 
 下記の区で請求できるのは３か所以内に限られます。商号区・会社状態区はどの請求にも表示されます。 

  
会

社 

□株式・資本区 
□目的区 
□役員区 
□支店区 
□その他（              区） 

会
社
以
外 

□商業登記簿 
□その他（               ） 

  

□登記簿謄抄本・閲覧 

  □閲 覧  □登記簿 
        □申請書附属書類（   年  月  日受付第  号）（利害関係    ） 
□謄 本 
□閉 鎖 謄 本  （  年  月  日閉鎖） 
□閉鎖役員欄  （  年  月  日閉鎖） 
□抄 本  □役員欄  □目的欄  □商号欄  □支店欄（         支店） 
        □  年  月  日登記事項 
□全 部 証 明 

  

 

利害関係（請求の理由） 県税賦課徴収のため 手数料 登記手数料令第18条により免除 

登記所の表示 
福岡法務局         支局 

出張所    
請求年月日 年  月  日 

交 付 通 数 交付枚数 手数料 
受付 年   月   日 

確 認 印 

      

公用無料 

  

交付 年   月   日 
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第
六
十
一
号
の
七
十
七
様
式
中
「地

方
税
法
第

48条

」
を
「地

方
税
法
第

739条
の
５
第
３
項

」
に
、

「徴
収
金
に
つ
い
て

」
を
「徴

収
金
に

」
に
改
め
る
。

　

第
六
十
五
号
の
二
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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第６５号の２様式（第34条の３、第39条の２関係） 

法人県民税・事業税に係る課税標準額等の通知書                第     号    

        知事  殿                                                      年  月  日    

 

福岡県   県税事務所長  印   

 このことについて、次のとおり通知します。 

法人番号   変更前（                 ）   

（フリガナ）   

法人名 
  

主たる事務所等の
所在地 

  

 

事業年度 
年  月  日から 

申告期限の延長月数 
事業税 月 資本金の額又は出資金の額 円 

年  月  日まで 県民税 月 
資本金の額又は出資金の額 

（解散時点） 
円 

通算・連結区分 
  

災害等延長の申告期限  年  月  日 
 資本金の額及び資本準備金

の額の合計額 
円 

事業年度区分 
  

法人区分 
  

資本金等の額 円 

 
 税務官署の

通知年月日 
年  月  日 

 税務官署の
処理区分 

  減
額
更
正
の
理
由 

  

 法人税申告
年月日 

年  月  日 
 税務官署の

申告区分 
  

 申告処理
年月日 

年  月  日 申告処理区分 
  

税務署 
  

 

課
税
標
準
等
の
総
額 

法
人
事
業
税 

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業  （使途秘匿金税額等） 円  過少申告加算税額 円 

所
得
割 

年400万円以下 円 法人税割 円 不申告加算税額 円 

年400万円超 年800万円以下 円 （非PE分） 円 重加算税額 円 

年800万円超 円 差引所得に対する法人税額 円 重加算税対象所得金額 円 

計 円 

重
加
算
金 

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 

過
少
申
告
加
算
金
又
は
不
申
告
加
算
金 

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 

軽減税率不適用法人の金額 円 対象所得 円 対象所得 円 

付加価値割 円 対象付加価値額 円 対象付加価値額 円 

資本割 円 対象資本金等の額 円 対象資本金等の額 円 

法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 

収入割 円 対象収入金額 円 対象収入金額 円 

法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 

所得割 円 対象所得 円 対象所得 円 

付加価値割 円 対象付加価値額 円 対象付加価値額 円 

資本割 円 対象資本金等の額 円 対象資本金等の額 円 

収入割 円 対象収入金額 円 対象収入金額 円 

 

分
割
基
準 

法
人
事
業
税 

種類 内訳 総数 

      

      

      

法人都道府県民税 人 人 

関係都道府県の事務所等所在地   分割都道府県数   

 

そ
の
他 

 

 
 
 
 

外
国
の
法
人
税
等
の
額
の
控
除
額
等 

税額控除超過額相当額の加算額の総額  
 

仮
装
経
理 

対象法人税額 円  

租
税
条
約 

対象法人税額 円 

都道府県民税分 円 
法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業 

市町村民税分 円 
対象所得金額 円 対象所得金額 円 

法人税割額から控除すべき外国税額の総額 
対象付加価値額 円 対象付加価値額 円 

都道府県民税分 円 

対象資本金等金額 円 対象資本金等金額 円 
市町村民税分 円 

法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 法第72条の２第１項第２号に掲げる事業 （個別）控除対象所得税額等相当額の控除額の総額 

都道府県民税分 円 対象収入金額 円 対象収入金額 円 

市町村民税分 円 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業 

補正後の従業者数の総数 対象所得金額 円 対象所得金額 円 

 

都道府県民税分 人 対象付加価値額 円 対象付加価値額 円 

市町村民税 人 対象資本金等金額 円 対象資本金等金額 円 

軌道又は鉄道の売上高とその他部門の売上高 
対象収入金額 円 対象収入金額 円 

軌道又は鉄道の売上高 円 

特定寄附金の合計額 円 
 欠損事業年度の所得

金額（欠損金額） 円 
その他部門の売上高 円 

 

備
考 

  

 
  連絡先： 電話番号： 

課税番号： 
 



令和６年１月19日　金曜日27 増刊①第464号
　

第
六
十
五
号
の
四
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 28第464号 増刊①

 

第６５号の４様式（第34条の４関係） 

年 月  日   

            殿 

福岡県     県税事務所長     

市町村民税法人税割に係る課税標準額等の通知について 

法人番号   変更前（         ）   

（フリガナ） 
  

法人名 
  

主 た る 事 務 所
等 の 所 在 地 

  

本都道府県にお
ける主たる事務
所等の所在地 

  

 

事業年度 

から 法人税申告期限 
延長月数 

月 資本金の額又は出資
金の額 

円 

まで 
災害等延長の申告期限 

まで 資本金の額又は出資
金の額（解散時点） 

円 

通算・連結区分 
  

事業年度区分 
  資本金の額及び資本

準備金の額の合計額 
円 

法人区分 
  

資本金等の額 
円 

 
税 務 官 署 の
通 知 年 月 日 

  税務官署の
処理区分 

  

減
額
更
正
の
理
由 

  

法 人 税 申 告
年 月 日 

  税務官署の
申告区分 

  

申 告 処 理
年 月 日 

  
申告処理区分 

  

税務署 
  

 

（使途秘匿金税額等） （                ） 
円 

重
加
算
金 

対象所得 
円 

法人税割 
円 

対象付加価値額 
円 

（非PE分） （                ） 
円 

対象資本金等の額 
円 

差引所得に対する法人税額 
円 

対象収入金額 
円 

仮装経理に基づく法人税額等 
円 

外国の法

人税額等

の額の控

除額等 

税額控除超過額相当額の加
算額の総額（市町村分） 

円 

租 税 条 約 対 象 法 人 税 額 
円 控除外国税額の総額（市町村

分） 
円 

特 定 寄 附 金 の 合 計 額 
円 （個別）控除対象所得税額等相

当額の控除額の総額・市町村分 
円 

重加算税額 
円 補正後の分割基準総数（市町

村分） 

人 

 重加算税対象所得金額 
円 

 

関係市町村事務所等所在地 分割基準 関係市町村事務所等所在地 分割基準 関係市町村事務所等所在地 分割基準 

分割基準総数 人 13     26     

１     14     27     

２     15     28     

３     16     29     

４     17     30     

５     18     31     

６     19     32     

７     20     33     

８     21     34     

９     22     35     

10     23     36     

11     24     37     

12     25     38     

 

備
考 

  

 



令和６年１月19日　金曜日29 増刊①第464号
　

第
六
十
六
号
様
式
か
ら
第
六
十
八
号
様
式
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 30第464号 増刊①

第 号
年　　　　月　　　　日

　福岡県　　　県税事務所長　殿
市
町 長
村

(1) 円 円 円 円

(2)

（ 人） （ 人）

（ 人） （ 人）

(6)

（8）

(9)

(10)

(11)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(20)

(21)

(22)

% %

% %

% %

県民税均等割を

人 人 人 人 人 人 人 人

摘要（（3）欄（　人）の算出説明、その他説明を要する事項等 ）

〔当初（最終）の「翌年度の収入となるべき額」の分解〕 人
・特徴按分率

・翌年度の収入となるべき県・市町村・国合算額

注  1１
・翌年の収入となる均等割の人員（国）

２

・翌年の収入となる均等割の人員（県・市町村）
３

翌年の収入となる均等割 　賦課額変更報告書で「翌年度の収入となるべき額」を分解方法
により算出している市町村は、　　　内の㋐、㋑を㋒、㋓と読み
替えること。

（国）

円 　賦課額決定報告書は７月10日、賦課額変更報告書は４月30日ま
でに提出すること。

円
　県民税額及び森林環境税額は、それぞれ納税義務者（23）～
（26)欄の各区分に対応するものであること。翌年の収入となる均等割

（県・市町村合算額）

人 × 円 ＝

人 × 円 ＝

徴収取扱費の基礎となる
納税義務者数

％ ＝ （2）㋐　+　（2）㋑　
(2)㋐　+　(2)㋑　+　（9）㋐　+　（9）㋑

円 = (3)㋐　+　(3)㋑　+　(10)㋐　+　(10)㋑　+　(17)㋐

合計
（23）+（24）+（25）

（26）

退職分離課税人員 （25）

特別徴収人員 （24）

森林環境税按分率（県・市町村・国）　  　(20)／(22)

納
税
義
務
者

                  項    目 県民税所得割を 　県民税納税  県民税納税義
 務者数の異動

県民税均等割を 県民税所得割を 　県民税納税
  区    分 納める人 うち森林環境税を納める人 納める人 　義務者（計） 納める人 うち森林環境税を納める人  納める人 　義務者（計）

普通徴収人員 （23）

県民税按分率（県・市町村）　 　 　　     　　(7)／(21)

県民税按分率（県・市町村・国）　      　  　(7)／(22)

県民税及び市町村民税の合算額
(7)+(14)
県民税、市町村民税及び森林環境税の
合算額　(7)+(14)+(20)

特
別
徴
収
分

年税額（本年度課税分）

翌年度の収入となるべき額

(19)

前年度課税分で本年度の収入と
なるべき額

森
林
環
境
税
額

普通徴収分

本年度分調定額
(16)-(17)+(18)

合計　(15)+(19)

合計　（均等割＋所得割＋退職所得
       割）

小　　計　　  (8)+(12)

本年度分調定額　(9)-(10)+(11) (12)

翌年度の収入となるべき額

市
　
町
　
村
　
民
　
税
　
額

普通徴収分

特
別
徴
収
分

年税額（本年度課税分）

前年度課税分で本年度の収入と
なるべき額

退職所得にかかる所得割

退職所得にかかる所得割

合計　（均等割＋所得割＋退職所得
       割）

(7)

小　　計　　  （１）＋（５）

特
別
徴
収
分

年税額（本年度課税分）

翌年度の収入となるべき額 (3)

本年度分調定額　(2)-(3)+(4) (5)

前年度課税分で本年度の収入と
なるべき額

(4)

県
　
　
民
　
　
税
　
　
額

普通徴収分

              項    目 当    初    調    定    額    等
合 計 の
異　   動

３ 月 ３１ 日 現 在 の 調 定 額 等

    区    分 均等割（㋐） 所得割（㋑） 均等割（㋒） 所得割（㋓）

　 第６６号様式（第35条関係）

印

法人番号

年度　現年課税分　個人県民税及び森林環境税の賦課額 決定 報告書変更



令和６年１月19日　金曜日31 第464号 増刊①

第６７号様式その１（第35条関係）

（滞納繰越分５月決算市町村用） 第　　　　　　　号

　　　年　　　月　　　日

市

町 長 印

村

Ⓐ 本年３月31日現在の県民税按分率 （県・市町村） ％

Ⓑ 本年３月31日現在の県民税按分率（県・市町村・国） ％

Ⓒ 本年３月31日現在の森林環境税按分率 （県・市町村・国） ％

１　現年課税分

㋐ ㋑

① 円

②

③ 円 円 円

④

⑤

⑥

(ロ) (ハ） (二）

円

円

現年課税分県民税の不納欠損処理の内訳

件 円

㋐ ㋑ ㋒ ㋓ ㋔

① 円 円

②

③ 円 円 円 円 円

④

⑤

⑥

(c) (e) (f) (g)

(h)

円

(i)

円

円 円

滞納繰越分県民税の不納欠損処理の内訳

円 件 円 件 円 件 円

円 円 円 円

注　　この報告書は、５月31日現在によって作成し、６月30日までに提出すること。

　　　 福岡県　　　県税事務所長　殿

法人番号

　　     年度　個人県民税及び森林環境税の滞納状況報告書

本年４月１日から同年５月31日
までの間における調定減少額

区　　　　　分
令和６年度以後分

県民税・市町村民税・
森林環境税の合算額

県民税の額
（㋐×Ⓑ）

市町村民税の額
森林環境税の額
（㋐×Ⓒ）

差引調定額（①－②）

本年度中の収入済額

本年３月31日現在の調定額

本年度中の欠損額

翌年度へ繰り越される額 (イ)
③－（④－⑤）－⑥

還付未済額

収入額のうち指定金融機関等への県民税の払込未済額
④㋑ - （ホ）　

法第15条の７第５項に該当するもの

件　　数 県民税の額

繰

越

額

の

内

訳

徴収猶予の額 摘要

滞納処分執行停止の額

その他

本年度中の指定金融機関等への県民税の払込済税額
(ホ）

２　滞納繰越分

区　　　　　分
令和５年度以前分 令和６年度以後分

県民税・市町村民
税の合算額

県民税の額
（㋐×Ⓐ）

市町村民税の額
県民税・市町村民税・
森林環境税の合算額

県民税の額
（㋒×Ⓑ）

市町村民税の額
森林環境税の額
（㋒×Ⓒ）

前年６月１日現在の滞納繰越分
調定額

差引調定額（①－②）

前年６月１日から本年５月３１
日までの間における収入額

前年６月１日から本年５月３１
日までの間における調定減少額

還付未済額

上欄の期間における欠損額

翌年度へ繰り越すべき本年５月３１日現在の滞納額 （a） (b) (d)
③－（④－⑤）－⑥

繰

越

額

の

内

訳

徴収猶予の額

前年６月１日から本年５月31日までの間における指定金融
機関等への県民税の払込済税額

前年６月１日から本年５月31日までの間にお
ける指定金融機関等への県民税の払込済税額

収入額のうち指定金融機関等への県民税の払込未済額
④㋑ - (h)　 収入額のうち指定金融機関等への県民税の

払込未済額
④㋓ －(i)

摘要

滞納処分執行停止の額

その他

法第15条の７第４項に
該当するもの

法第15条の７第５項に
該当するもの

            法第18条第１項に該当するもの
うち滞納処分の執行停止期間中に５
年の時効到来により消滅したもの

件数 県民税の額 件数 県民税の額 件数 県民税の額

３　翌年度へ繰り越される額の合計

区分
県民税・市町村民税

・森林環境税の合算額
県民税額 市町村民税額 森林環境税額

件数 県民税の額

件

合計

現年課税分 (イ) (ロ) (ハ) (二)

滞納繰越分 (a)+(d) (b)+(e) (c)+(f) (g)



令和６年１月19日　金曜日 32第464号 増刊①

第６７号様式その２（第35条関係）

（滞納繰越分３月決算市町村用） 第　　　　　　　号

　　　年　　　月　　　日

市

町 長 印

村

法人番号

Ⓐ 本年３月31日現在の県民税按分率 （県・市町村） ％

Ⓑ 本年３月31日現在の県民税按分率（県・市町村・国） ％

Ⓒ 本年３月31日現在の森林環境税按分率 （県・市町村・国） ％

１　現年課税分

㋐ ㋑

① 円

②

③ 円 円 円

④

⑤

⑥

(ロ) (ハ） (二）

円

円

現年課税分県民税の不納欠損処理の内訳

件 円

円 円 円 円

注　１　この報告書は、５月31日現在によって作成し、６月30日までに提出すること。

　　２　翌年度に繰り越される額の合計の欄の滞納繰越分は、３月31日現在で作成した滞納状況報告書の数値を記入すること。

福岡県 県税事務所長　殿

　　     年度　個人県民税及び森林環境税の滞納状況報告書

区　　　　　分
令和６年度以後分

県民税・市町村民税・
森林環境税の合算額

県民税の額
（㋐×Ⓑ）

市町村民税の額
森林環境税の額

（㋐×Ⓒ）

本年４月１日から同年５月31日
までの間における調定減少額

本年３月31日現在の調定額

差引調定額（①－②）

本年度中の収入済額

翌年度へ繰り越される額 (イ)
③－（④－⑤）－⑥

還付未済額

本年度中の欠損額

２　翌年度へ繰り越される額の合計

繰
越
額
の
内
訳

徴収猶予の額 摘要

滞納処分執行停止の額

その他

本年度中の指定金融機関等への県民税の払込済税額
(ホ）

収入額のうち指定金融機関等への県民税の払込未済額
④㋑ - （ホ）　

法第15条の７第５項に該当するもの

件　　数 県民税の額

現年課税分 (イ) (ロ) (ハ) (二)

区分
県民税・市町村民税

・森林環境税の合算額
県民税額 市町村民税額 森林環境税額

合計

滞納繰越分 (a)+(d) (b)+(e) (c)+(f) (g)



令和６年１月19日　金曜日33 第464号 増刊①

第６７号様式その３（第35条関係）

（滞納繰越分３月決算市町村用） 第　　　　　　　号

　　　年　　　月　　　日

市

町 長
印

村

Ⓐ 本年３月31日現在の県民税按分率 （県・市町村） ％

Ⓑ 本年３月31日現在の県民税按分率（県・市町村・国） ％

Ⓒ 本年３月31日現在の森林環境税按分率 （県・市町村・国） ％

㋐ ㋑ ㋒ ㋓

円 円

②

③ 円 円 円 円 円

④

⑤

⑥

(c) (e) (f) (g)

(h)
円

(i)

円

円 円

滞納繰越分県民税の不納欠損処理の内訳

円 件 円 件 円 件 円

注　この報告書は、３月31日現在によって作成し、４月30日までに提出すること。

件数 県民税の額

件

法第15条の７第４項に
該当するもの

法第15条の７第５項に
該当するもの

            法第18条第１項に該当するもの
うち滞納処分の執行停止期間中に５
年の時効到来により消滅したもの

件数 県民税の額 件数 県民税の額 件数 県民税の額

本年度中の指定金融機関等への県民税の払込済税額
本年度中の指定金融機関等への県民税の払込
済税額

収入額のうち指定金融機関等への県民税の払込未済額
④㋑ - (h)　 収入額のうち指定金融機関等への県民税の払

込未済額

④㋓ －(i)

摘要

滞納処分執行停止の額

その他

翌年度へ繰り越すべき本年３月31日現在の滞納額 （a） (b) (d)

③－（④－⑤）－⑥
繰
越
額
の
内
訳

徴収猶予の額

還付未済額

上欄の期間における欠損額

差引調定額（①－②）

本年度中の収入済額

前年４月１日から本年３月31日ま
での間における調定減少額

滞納繰越分①
滞納繰越分
当初調定額

前
年
度
の

現年課税分

計

福岡県 県税事務所長　殿

法人番号

　　     年度　個人県民税及び森林環境税の滞納状況報告書

区　　　　　分

令和５年度以前分 令和６年度以後分

県民税・市町村民
税の合算額

県民税の額
（㋐×Ⓐ）

市町村民税の額
県民税・市町村民税・
森林環境税の合算額

県民税の額
（㋒×Ⓑ）

市町村民税の額
森林環境税の額
　　（㋒×Ⓒ）



令和６年１月19日　金曜日 34第464号 増刊①

第
６
８
号
様
式

（
第

3
6
条

関
係

）

１
２

３

県
税

県
税

県
税

3
2

1

１
現

年
課

税
分

１
現

年
課

税
分

１
現

年
課

税
分

２
滞

納
繰

越
分

２
滞

納
繰

越
分

２
滞

納
繰

越
分

月
収

入
分

月
収

入
分

月
収

入
分

(
払

込
者

）
(
払

込
者

）
(
払

込
者

）

税
 
 
 
 
 
 
 
 
額

億
千

百
十

万
千

百
十

円
税

 
 
 
 
 
 
 
 
額

億
千

百
十

万
千

百
十

円
税

 
 
 
 
 
 
 
 
額

億
千

百
十

万
千

百
十

円

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

　
 
 
　

加
算

金
　

 
 
　

加
算

金
　

 
 
　

加
算

金

小
　

　
　

　
計

小
　

　
　

　
計

小
　

　
　

　
計

税
 
 
 
 
 
 
 
 
額

税
 
 
 
 
 
 
 
 
額

税
 
 
 
 
 
 
 
 
額

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

延
 
 
 
滞

 
 
 
金

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

 
納

付
場

所

 
福

岡
県

指
定

金
融

機
関

 
福

岡
県

指
定

代
理

金
融

機
関

 
福

岡
県

収
納

代
理

金
融

機
関

 
詳

し
く

は
裏

面
を

御
覧

 
く

だ
さ

い
。

福
岡

銀
行

店

◎
現

年
課

税
分

又
は

滞
納

繰
越

分
の

該
当

 
 
 
を

○
で

囲
む

こ
と

。

上
記

の
と

お
り

領

収
し

ま
し

た
。

　
　

い
込

み
ま

す
。

　
収

し
ま

し
た

の
で

（
払

込
者

交
付

用
）

（
金

融
機

関
保

管
用

）
（

県
税

事
務

所
送

付
用

）

連
絡

し
ま

す
。

　

領
収

日
付

印
領

収
日

付
印

領
収

日
付

印

取
引

店

個人県民税

森林環境税

森林環境税

森林環境税

合
 
 
 
計

 
 
 
額

合
 
 
 
計

 
 
 
額

合
 
 
 
計

 
 
 
額

　第二紙の裏カーボンは、第一紙の裏と同箇所に付けること。

　各紙は、上辺をのり付けその他の方法により接続すること。

　用紙の大きさは、各紙とも縦十八センチメートル横八・五センチメートルとすること。

　
 
　

年
度

　
 
　

年
度

個人県民税

個人県民税

上
記

の
と

お
り

領
上

記
の

と
お

り
払

福
岡

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
県

税
事

務
所

扱
福

岡
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

県
税

事
務

所
扱

福
岡

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
県

税
事

務
所

扱

　
 
　

年
度

第
　

　
号

第
　

　
号

第
　

　
号

（
第

１
紙

）
（

第
２

紙
）

（
第

３
紙

）

備考

個
人

県
民

税
　

領
収

証
書

個
人

県
民

税
　

払
込

書
個

人
県

民
税

　
領

収
済

通
知

書
森

林
環

境
税

　
森

林
環

境
税

　
森

林
環

境
税

　



令和６年１月19日　金曜日35 増刊①第464号
　

第
七
十
号
様
式
そ
の
一
か
ら
第
七
十
一
号
様
式
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日 36第464号 増刊①

第７０号様式その１（第36条の２関係）

第 号
　　  年　　　 月　　  日

市
町長 印

村

（ 分） ( 月分）

前月までの 前月までの

通　　  計 通　　  計
（ ） （ ） （ ） （ ）

税額 税額

（ ） （ ） （ ） （ ）

税額 税額

（ ） （ ） （ ） （ ）

税額
①

税額
④

（ ） （ ） （ ） （ ）

税額 税額

（ ） （ ） （ ） （ ）

税額 税額

（ ） （ ） （ ） （ ）

税額 ② 税額 ⑤

件 円 件 円 件 円 件 円

注 １　現年課税分、滞納繰越分はそれぞれ別葉で提出すること。
２　現年課税分の調定件数を記載する場合は、県民税に係る件数のうち、新規に課税した人員のみを記載し、括弧書きには納税通知書及び特別徴収義務者を経て通知する通知書
  の数並びに分離課税に係る納税通知書の数の合計数を記載すること。
３　滞納繰越分の当初報告についての記載は本月分の件数欄に滞納人員を記載すること。

  その２を使用すること。

７　この報告書は、翌月10日までに関係県税事務所へ到着するように提出すること。

福岡県 県税事務所長　殿

年度
現年課税

分の個人県民税及び森林環境税に係る調定収入状況等報告書
滞納繰越

本　　　　月　　　　分
差　引　通　計

調　　定　　額 減　　　　額 調　　定　　額 減　　　　額

払込日付

令
和
５
年
度
以
前
分

調　　定　　額　　（　県民税及び市町村民税の合算額　）

令
和
６
年
度
以
後
分

調　　定　　額　　（　県民税、市町村民税及び森林環境税の合算額　）

区　　　　分
本　　　　月　　　　分

差　引　通　計 区　　　　分

普　 　 通
徴　収　分

件数普　 　 通
徴　収　分

件数

特　  　別
徴　収　分

件数特　  　別
徴　収　分

件数

計
件数

計
件数

退
職
所
得
の
分
離
課
税
に
係
る
分

普  通
徴収分

件数
退
職
所
得
の
分
離
課
税
に
係
る
分

普  通
徴収分

件数

特　別
徴収分

件数特　別
徴収分

件数

分離課税分の県民税額 円
調定額計

(③＝①＋②）
分離課税分の県民税額 円

調定額計
(⑥＝④＋⑤）

計
件数

計
件数

各種加算金

加 算 金 の 種 類 調　　　定　　　額 不　納　欠　損　額

各種加算金

加 算 金 の 種 類 調　　　定　　　額 不　納　欠　損　額

過少申告加算金

重 加 算 金 重 加 算 金

過 少 申 告 加 算 金
不 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金

収入済額
（令和５年度以前分：県民税及び市町村民税の合算額、令和６年度以後分：県民税、市町村民税及び森林環境税の合算額）

前月までの通計
（⑦）

本月分収入額
（⑧）

県民税・市町村民
税・森林環境税の還

付額（⑨）

県民税・市町村民
税・森林環境税のそ
の他の増減額（⑩）

差引通計
（⑪＝⑦+⑧‐⑨+

⑩）

収入未済額
（③-⑪）
（⑥-⑪）

収入率
（⑪/③）
（⑪/⑥）

　

令和６年度以後分

令和５年度以前分

　

県県民民税税

払い込むべき税額 払込額

県民税払込
按分率（⑫）

払い込むべき税額
（⑬＝⑪×⑫）

前月までの
払込額通計（⑭）

本月分の払込額
（⑮）

払込額通計
（⑯＝⑭+⑮）

差引払込み過不足額
（⑬-⑯）

令和５年度以前分
※県・市町村の払込按分率

合計

令和６年度以後分
※県・市町村・国の払込按分率

森森林林環環境境税税

払い込むべき税額

森林環境税
払込按分率（⑰）

払い込み予定税額
（⑱＝⑪×⑰）

⑨以外の還付等の額
（⑲）

還付等の額の通計
（⑳＝⑲の通計）

⑩以外の返納等の額
（㉑）

返納等の額の通計
（㉒＝㉑の通計）

払い込むべき税額
（㉓＝⑱-⑳+㉒）

６　不納欠損額（各加算金も含む。）についてはその処理の決定の都度、当該年度の県民税、市町村民税及び森林環境税の合算額による件数及び金額の通計を記載すること。

４　その他の増減欄は、年度、科目の誤りによる更正又は誤計算等により修正すべき額を記載し、明細書を添付すること。

５　各種加算金については、県民税、市町村民税及び森林環境税の合算額によって算出した額をそれぞれ記載すること。なお、加算金の払込みについての報告書は、第70号様式

払込額

前月までの
払込額通計（㉔）

本月分の払込額
（㉕）

払込額通計
（㉖＝㉔+㉕）

差引払込み過不足額
（㉓-㉖）

令和６年度以後分
※県・市町村・国の払込按分率

法人番号



令和６年１月19日　金曜日37 第464号 増刊①

第７０号様式その２（第36条の２関係） 　　　　　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　福岡県　　　　　　　　　県税事務所長　殿

市 長

町

村

現年課税

滞納繰越
　　　　（　　　　　　　　　分）　　　　　　　　　　（　　　　　月分）

収　入　額（②）還　付　額（③）

延 滞 金 　　　　　　 円

過少申告加算金
円 円 円 円

不 申 告 加 算 金

重 加 算 金

延 滞 金 　　　　　　　　     　 円 円

過少申告加算金
円

不 申 告 加 算 金

重 加 算 金

延 滞 金
円 円 円 円 円 円

円 円 円 円

注　　　１

２

３

法人番号

年度 分の個人県民税及び森林環境税に係る税外徴収金の収入状況等報告書

区　　　　分

収入済額（県民税及び市町村民税に係る税外徴収金の合算額） 収入済額（県民税、市町村民税及び森林環境税に係る税外徴収金の合算額）

令和５年度以前分 令和６年度以後分

前月までの通計
（①）

本 月 分 差引通計
（④=①+②-③）

前月までの通計
（⑤）

本月分 差引通計
（⑧=⑤+⑥-⑦）収　入　額（⑥） 還　付　額（⑦）

円 円 円

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

県県民民税税に係る税外徴収金の払込金額

区　　　　分

令和５年度以前分 令和６年度以後分
払い込むべき
金額の合計

（⑬＝⑩+⑫）

前月までの払込
金額通計(⑭）

本月分払込金額
（⑮）

払込金額通計
（⑯＝⑭+⑮）

払込未済額
（⑬-⑯）

県民税払込按分率
（県・市町村）

（⑨）

 払い込むべき
金額

（⑩＝④×⑨）

県民税払込按分率
（市町村・県・
国）（⑪）

払い込むべき金額
（⑫＝⑧×⑪）

円 円 円円

森森林林環環境境税税に係る税外徴収金の払込金額

区　　　　分 按分率（⑰）
払い込み予定税

額
（⑱＝⑧×⑰）

⑦以外の還付等
の額（⑲）

還付等の額
の通計

（⑳＝⑲の通計）

その他の返納等
の額（㉑）

返納等の額の通計
（㉒＝㉑の通計）

払い込むべき金額
（㉓＝⑱-⑳+㉒）

　この報告書は、翌月10日までに関係県税事務所へ到達するよう提出すること。

前月までの払込
金額通計（㉔）

本月分払込金額
（㉕）

払込金額通計
（㉖＝㉔＋㉕）

払込未済額
（㉓-㉖）

　現年課税分と滞納繰越分の区分については、加算金についてのみ行い、それぞれ別紙で提出すること。

　延滞金については、すべて（現年課税分、滞納繰越分とも）現年課税分に総額を記載し提出すること。

印

⑬ ⑰

％

％ ％
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第７１号様式（第37条関係） 

第     号  
年   月   日  

 福岡県   県税事務所長 殿 

市 
町 
村 

長 印  

  年度 個人の県民税に係る徴収取扱費計算書 

（         分） （    月から  月までの分）                   

  法人番号                           

区 分 基 数 徴 収 取 扱 費 額 

普通徴収に係る納税通知書の数 
件 ① 

特別徴収義務者を経由して納税義務者に交付する通知書の数 
件 ② 

地方税法第328条の９の分離課税に係る更正又は決定通知書の
数 

件 ③ 

①＋②＋③ 
(A)                 件 ④＝(A)×60円 

円 

個人の県民税に係る徴収金で指定金融機関等に払込済みの金
額 

(B)                 円 ⑤＝(B)×７％ 
円 

個人の県民税に係る徴収金を地方税法第17条又は第17条の２
の規定により還付又は充当した場合における当該徴収金に係
る過誤納金に相当する金額 

(C)                 円 ⑥＝(C)の計 
 

円 

地方税法第17条の４の規定により還付した過誤納金に係る還
付加算金に相当する金額 

(D)                 円 ⑦＝(D)の計 
円 

地方税法第321条第２項の規定により交付した個人の県民税の
納期前の納付に対する報奨金の額に相当する金額 

(E)                 円 ⑧＝(E)の計 
円 

賦課決定された納税義務者数 
(F)                 人 ⑨＝(F)×3,000円 

円 

今回報告以前に年度を超えて税額が０円に変更された納税務
者数（過年度交付済額） 

(G)                 人 ⑩＝(G)×3,000円 
円 

差引納税義務者数⑨－⑩ 
人 ⑪＝⑨－⑩ 

円 

地方税法第37条の４の規定により控除されるべき額で同条の
所得割の額から控除することができなかった金額を同法第314
条の９第３項の規定により適用される同条第２項の規定により
還付した場合における当該控除することができなかった金額に
相当する金額 

(H)                円 ⑫＝(H) 
 

円 

合計④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑪＋⑫   円 

上記(A)～(H)の内訳（(G)を除く） 

報告次の県民税払込按分率（県・市町村・国） （以下、単に「県民税払込按分率」という。）

                            ％ 

 

指

定

都

市 

報告次の県民税払込按分率（退職分離課税以外） 

％ 

報告次の県民税払込按分率（退職分離課税に係る按分率） 

％ 

区 分 月分 月分 月分 計 

納税通知書の数
及び県民税の払
込済みの額 

（     件） 
 

円 

（     件） 
 

円 

（       件） 
 

円 

（A       件） 

(B)            円 

過誤納金 
（     件） 

円 
（     件） 

円 
（       件） 

円 
（       件） 

(C)            円 

還付加算金 
（     件） 

円 
（     件） 

円 
（       件） 

円 
（       件） 

(D)            円 

前納報奨金 
（     件） 

円 
（     件） 

円 
（       件） 

円 
（       件） 

(E)            円 

納税義務者数 
人 人 人 (F)            人 

還付した額 
円 円 円 (H)            円 
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注１ (A)(B)欄は、平成18年度以前の年度分の個人の県民税（同年度以前において賦課決定されたものに限る。）に係る徴収取扱費に
ついて適用されるものであること。 

 ２ 徴収取扱費額の円未満は、切り捨てること。 
 ３ (C)欄の過誤納金及び(D)欄の還付加算金とは、市町村が予算を通じて支出した金額に限られるものであること。 
 ４ (C)欄、(D)欄及び(E)欄の基数は、実際に還付・充当又は支出した県民税相当額、県民税相当額に係る還付加算金額及び県民税

相当額に係る報奨金額とする。 
   当該金額について、県民税相当額を把握できない場合は、実際に還付・充当又は支出した額に下記の按分率を用いて算出した額

（円未満端数切捨）とし、算式（還付・充当又は支出した金額×按分率）を含めて記載する。 
  第１次分        県民税確定按分率（県・市町村・国）（以下、単に「県民税確定按分率」という。） 
  第２～第４次分 県民税特定按分率（県・市町村・国）（以下、単に「県民税特定按分率」という。） 
   なお、地方自治法第252条の19第１項の市（指定都市）については、令和６年度以後は下記の按分率を用いること。 

 また、複数の按分率が混在する場合は、(C)欄、(D)欄及び(E)欄の基数は複数行に分けて記載し、⑥欄、⑦欄及び⑧欄の徴収取
扱費額は各々その合算額を記載する。 
 第１次分（退職分離課税以外）    退職分離課税以外に係る前年度県民税確定按分率 
 第１次分（退職分離課税分）     退職分離課税に係る前年度県民税確定按分率 
 第２～第４次分（退職分離課税以外） 当該年度県民税特定按分率 
 第２～第４次分（退職分離課税分）  退職分離課税に係る前年度県民税確定按分率 

 ５ (F)欄の「賦課決定された納税義務者数」は、次により計上すること。 
  第２次分 当該年度の賦課額決定報告書の納税義務者数÷４＝a 
  第３次分 （当該年度の賦課額決定報告書の納税義務者数－a）÷３＝b 
  第４次分 （当該年度の賦課額決定報告書の納税義務者数－（a＋b））÷２＝c 
  第１次分 当該年度の賦課額変更報告書－（a＋b＋c） 
  第２～第４次分は、賦課額決定報告書に基づく概算の計算書であり、第１次分で賦課額変更報告書に基づいて精算を行う。 
  各次分において、上記計算式により算出された納税義務者数に１未満の端数が生じたときは、１未満の数値を切り上げる。 
 ６ ⑩欄は、第１次分でのみ使用すること。(G)欄の基数に乗じる金額は、既交付時の単価によること。 
 ７ 内訳欄の括弧内は、それぞれの件数を記載すること。 
 ８ 納税義務者数の内訳欄は、調定収入状況等報告書の実員数を計上し、(F)欄記載の際、上記注５の計算を行うこと。 
 ９ 複写とし、上紙は市町村が保管し、下紙は県税事務所に提出すること。 



令和６年１月19日　金曜日 40第464号 増刊①
　

第
七
十
三
号
の
六
様
式
記
載
要
領
１
の
⑵
中
「別

表
10⑹

」
を
「別

表
10⑺

」
に
改
め
る
。

　

第
八
十
号
の
二
様
式
及
び
第
八
十
号
の
二
の
二
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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第８０号の２様式（第45条、第46条の２、第46条の３、第46条の４、第46条の５、第46条の６、第46条
の７、第46条の11、第47条関係） 

  

受付印 

  

課 税 番 号 課税年度 

    

    住 所   

 
   年   月   日   

福岡県 
 

       県税事務所長殿   

フ リ ガ ナ 

氏 名 
（名 称） 

 

  

電話      ―    ― 

個人番号又
は法人番号 
（右詰で記載） 

                          

住宅の用に供する土地等の取得に対する不動産取得税の徴収猶予申請書 

福岡県税条例第20条の33 

 
      第20条の35の２ 
      第20条の35の３ 
      第20条の35の４ 
      第20条の35の５ 
      第20条の35の６ 
      第20条の35の７ 
      付則第８条の４第３項 
      付則第８条の４第５項 
 
 
（              ） 

の規定
により、 

 
住宅の用に供する土地 
 
耐震基準不適合既存住宅 
被収用不動産の代替不動産 
譲渡担保財産 
再開発会社 
農地中間管理機構の農地 
土地改良区の換地 
改修工事対象住宅 
改修工事対象住宅の用に供する土
地 
（            ） 

の取得に
対する不
動産取得
税の徴収
猶予申請
書を提出
します。 

取 得 （代 替）
不 動 産 の 

所 在 地   

地 目   構 造   

用 途   取得年月日 年  月  日 

住宅を取得する 
耐震改修する 
収用される 
譲渡する 
農地として使用する 
改修工事する 

予定年月日 
 

（期 間） 

年  月  日 
 

年 月 日から 
年 月 日まで 

徴収猶予金額 円 

計算式 

調査年月日 年   月   日 
調査年月日 
調 査 員 

   年   月   日 
印  
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第８０号の２の２様式（第45条、第46条の２、第46条の３、第46条の４、第46条の５、第46条の６、第46
条の７、第46条の11、第47条関係） 

住 宅 の 用 に 供 す る 土 地 
耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 
被 収 用 不 動 産 の 代 替 不 動 産 
譲 渡 担 保 財 産 
再 開 発 会 社 
農 地 中 間 管 理 機 構 の 農 地 
土 地 改 良 区 の 換 地 
改 修 工 事 対 象 住 宅 
改 修 工 事 対 象 住 宅 の 用 に 供 す る 土 地 
（                        ） 

の取得に対する不動産取得
税の徴収猶予（取消）通知
書 

納 税 者 
住 所 

  課 税 番 号   

課 税 年 度   

氏 名 
  徴 収 猶 予

通知年月日 
年  月  日 

取 得 不 動 産 

所 在 地 
  税 額 円 

徴収猶予額 円 
種 類 、 構
造 、 用 途 
取 得
年 月 日 

年  月  日 

納付すべき額 円 

徴 収 猶 予
取 消 額 

円 

住宅を取得する 
耐震改修する 
収用される 
譲渡する 
農地として使用
する 
改修工事する 

予 定
年 月 日 

 
期 間 

 

年  月  日 

 
   年 月 日から 
   年 月 日まで 

徴 収 猶 予
期 間 

  年  月  日から 
 
  年  月  日まで 

年  月  日   
印     

                様         福岡県     県税事務所長 

 
       年  月  日申請のあった（付けで許可していた）徴収猶予について、許可した（許
可できない・取り消した）ので、通知します。 
 なお、福岡県税条例第20条の34に規定する取消理由が生じた場合は、許可を取り消すことがありま
す。そのときは、速やかに納付してください。 
 
教示 
１ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。 

  なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なるべく
所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。 
２ この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することが
できません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６
か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提
起することができます。 

  ただし、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決を経ないで、
この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ⑴ 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 
 ⑵ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 
 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過した場
合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起
算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正
当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起
算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認
められる場合があります。 

不許可（取消）理
由 該 当 条 項 
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第
八
十
号
の
二
の
三
様
式
中
「、

第
46条

の
10

」
を
削
る
。

　

第
八
十
一
号
の
七
様
式
及
び
第
八
十
一
号
の
八
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
81号

の
７

様
式

及
び

第
81号

の
８

様
式

　
削

除

　

第
八
十
一
号
の
九
様
式
中「

第
４

項

　
第

５
項

」

を「
第

２
項

　
第

３
項

」

に
、
「第

20条
の

30第
１
項

」
を
「第

20

条
の

30第
１
項

」
に
改
め
る
。

　

第
八
十
二
号
様
式
中「

第
６

項

　
第

７
項

」

を　

「
第

４
項

　
第

５
項

」

に
改
め
る
。

　

第
八
十
四
号
様
式
中
「及

び
別
表
第
２

」
を
削
る
。

　

第
百
十
二
号
様
式
そ
の
一
及
び
第
百
十
二
号
様
式
そ
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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第
１
１
２
号
様
式
そ
の
１

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）

　

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

登録番号

〒年号

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）

年号
年

年
月

日

k
g

番
　

　
号

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号

知
事

殿

次
の

と
お

り
申

告
（

報
告

）
し

ま
す

。
　

　
年

　
　

月
　

　
日

環
　

境
性

能
割

種
別

割
取得原因

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

5
.
転

出
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

・
軽

自
動

車
の

所
有

者
）

8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

自
動

車
税

（
環

境
性

能
割

・
種

別
割

）
申

告
書

（
報

告
書

）
申告区分

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

所  有  者使  用  者

住
所

又
は

所
在

地

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

旧登録番号

0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

　
0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

生
 
年

月
 
日

電
 
話

番
 
号

年号

（
右

詰
で

記
入

）

（旧車両番号）

（車両番号）

用途

型
　

　
　

　
式

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分

（
右

詰
で

記
入

）

か
な

（
　

　
　

　
　

　
）

乗
　

車
　

定
　

員
最

 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

高
　

　
さ

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅

種
　

　
別

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

総
排

気
量

又
は

定
格

出
力

ロ
ー

タ
ー

数
燃

 
料

 
の

 
種

 
類

月

種
別

割
年

税
額

月
／

1
2

税
額

税
 
額

 
の

 
合

 
計

納
 
税

 
済

 
証

継
続

検
査

及
び

構
造

等
変

更
検

査
用

の
納

税
証

明
と

し
て

使
用

す
る

場
合

の
有

効
期

限
は

、
翌

年
度

の
5
月

3
0
日

で
す

。
(
領

収
印

の
な

い
も

の
は

無
効

)

（
領

収
印

）

氏
 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ

グリーン

化特例

，
，

０
０

　
円

環　境　性　能　割

０
０

０
　

円

燃
 
 
 
 
費

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

（
左

詰
で

記
入

）

環
境

性
能

割

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額

減
免

額
・

減
免

後
の

額

氏
 
名

又
は

名
 
称

住
 
 
所

又
は

所
在

地

電
 
話

番
 
号

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

取
　

　
得

　
　

前
　

　
の

　
　

用
　

　
途

所
　

　
有

　
　

形
　

　
態

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

，
０

０
０

　
円

，
付

　
　

加
　

　
物

税
額

.
，

，
０

０
　

円
／

1
0
0

課
 
税

 
標

 
準

 
額

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

氏
 
名

又
は

名
 
称

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

年
月

日

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

通常の取得価額
付

加
物

の
内

訳

（
品

名
）

（
価

額
）

住
 
 
所

又
は

所
在

地

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

c
m

c
m

c
m

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

，
，

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

記
載

要
領

１
７

を
参

照

新
規

用

（
※

）
こ

の
控

え
は

重
要

な
証

拠
に

な
り

ま
す

か
ら

大
切

に
保

存
し

て
く

だ
さ

い
。

　

※
下

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
で

く
だ

さ
い

（
職

員
記

入
）

。

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

（
　

　
　

　
　

　
　

）

年
1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)

，
，

０
０

　
円

（
備

考
）

　
１

　
自

動
車

税
の

種
別

割
は

、
そ

の
所

有
者

が
納

税
義

務
者

で
す

。
た

だ
し

、
　

　
所

有
権

を
留

保
し

て
い

る
場

合
は

、
使

用
者

（
買

主
）

が
納

税
義

務
者

と
な

　
　

り
ま

す
。

　
２

　
売

買
契

約
書

等
取

引
価

額
を

証
す

る
書

類
の

写
し

及
び

控
除

額
の

内
訳

を
　

　
証

す
る

書
類

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
通

常
の

取
引

価
額

で
申

告
さ

　
　

れ
る

場
合

は
、

こ
れ

ら
の

書
類

を
省

い
て

も
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

　
３

　
形

式
的

所
有

権
の

移
転

に
伴

う
非

課
税

に
該

当
す

る
も

の
、

そ
の

他
課

税
　

　
免

除
に

該
当

す
る

も
の

は
、

こ
れ

を
証

す
る

書
類

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

文
字

は
か

い
書

で
、

て
い

ね
い

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

Ａ
Ｂ

１
・

Ｂ
２

記
載

要
領

１
６

を
参

照

，
，

０
０

　
円

円

，
，

０
０

０
　

円

受・否



令和６年１月19日　金曜日45 第464号 増刊①

第
１
１
２
号
様
式
そ
の
２

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

種
別

割
自

動
車

税
（

環
境

性
能

割
・

種
別

割
）

申
告

書
（

報
告

書
）

知
事

殿
環

　
境

性
能

割
次

の
と

お
り

申
告

（
報

告
）

し
ま

す
。

　
　

年
　

　
月

　
　

日

新
規

用

申告区分

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

5
.
転

出
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

・
軽

自
動

車
の

所
有

者
）

8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

取得原因

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号
運

輸
支

局
等

車
種

区
分

か
な

番
　

　
号

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

旧登録番号

（旧車両番号）

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

（
右

詰
で

記
入

）
（

右
詰

で
記

入
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

用途
0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

〒

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

年号
年号

年
月

日

登録番号

（車両番号）

型
　

　
　

　
式

年
月

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）
乗

　
車

　
定

　
員

最
 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

種
　

　
別

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

k
g

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

燃
 
料

 
の

 
種

 
類

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

c
m

c
m

c
m

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅
高

　
　

さ
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
ロ

ー
タ

ー
数

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

氏
 
名

又
は

名
 
称

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
（

　
　

　
　

　
　

　
）

環　境　性　能　割

通常の取得価額

電
 
話

番
 
号

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

（
左

詰
で

記
入

）

付
加

物
の

内
訳

（
品

名
）

（
価

額
）

年
月

日

付
　

　
加

　
　

物
所

　
　

有
　

　
形

　
　

態

，
，

０
０

０
　

円

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

，
，

０
０

０
　

円
取

　
　

得
　

　
前

　
　

の
　

　
用

　
　

途

生
 
年

月
 
日

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)
年号

年

所  有  者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

円
住

 
 
所

又
は

所
在

地

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

課
 
税

 
標

 
準

 
額

，
，

０
０

０
　

円
(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

氏
 
名

又
は

名
 
称

税
額

.
／

1
0
0

，
，

０
０

　
円

電
 
話

番
 
号

（
　

　
　

　
　

　
）

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

環
境

性
能

割
減

免
額

・
減

免
後

の
額

燃
 
 
 
 
費

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額

円

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ
Ａ

Ｂ
１

・
Ｂ

２

受・否

記
載

要
領

１
６

を
参

照

使  用  者

住
所

又
は

所
在

地

氏
 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

種　別　割

年
　

税
　

額
，

，
０

０
　

円
旧

 

所
 

有
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
所

有
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
年

月
日

種
別

割
※

氏
 
名

又
は

名
 
称

グリーン

化特例
記

載
要

領
１

７
を

参
照

旧
 

使
 

用
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
使

用
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

氏
 
名

又
は

名
 
称

減
　

　
額

　
　

理
　

　
由環
境

性
能

割
年

月
日

税
額

月
／

1
2

，
，

０
０

　
円

1
．

抹
消

2
．

賦
課

取
消

3
．

誤
賦

課

4
．

5
0
条

該
当

5
．

1
5
条

該
当

6
．

県
別

換
出

7
．

そ
の

他

減
額

1
．

更
正

請
求

2
．

5
7
条

の
４

該
当

3
．

1
5
条

該
当

4
．

そ
の

他

差
引

税
額

税
 
額

 
の

 
合

 
計

０
０

　
円

，
，

整
理

番
号

※
こ

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
こ

と

区
分

税
　

　
　

額

処
理

年
月

日

正
当

額
円

摘
要

増
減

額



令和６年１月19日　金曜日 46第464号 増刊①
　

第
百
十
二
号
様
式
そ
の
四
か
ら
第
百
三
十
号
様
式
そ
の
二
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日47 第464号 増刊①

第
１
１
２
号
様
式
そ
の
４

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）
 

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

種
別

割
自

動
車

税
（

環
境

性
能

割
・

種
別

割
）

申
告

書
（

報
告

書
）

知
事

殿
環

　
境

性
能

割
次

の
と

お
り

申
告

（
報

告
）

し
ま

す
。

　
　

年
　

　
月

　
　

日

新
規

用

申告区分

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

5
.
転

出
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

・
軽

自
動

車
の

所
有

者
）

8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

取得原因

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号
運

輸
支

局
等

車
種

区
分

か
な

番
　

　
号

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

旧登録番号

（旧車両番号）

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

（
右

詰
で

記
入

）
（

右
詰

で
記

入
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

用途
0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

〒

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

年号
年号

年
月

日

登録番号

（車両番号）

型
　

　
　

　
式

年
月

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）
乗

　
車

　
定

　
員

最
 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

種
　

　
別

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

k
g

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

燃
 
料

 
の

 
種

 
類

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

c
m

c
m

c
m

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅
高

　
　

さ
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
ロ

ー
タ

ー
数

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

氏
 
名

又
は

名
 
称

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
（

　
　

　
　

　
　

　
）

環　境　性　能　割

通常の取得価額

電
 
話

番
 
号

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

（
左

詰
で

記
入

）

付
加

物
の

内
訳

（
品

名
）

（
価

額
）

年
月

日

付
　

　
加

　
　

物
所

　
　

有
　

　
形

　
　

態

，
，

０
０

０
　

円

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

，
，

０
０

０
　

円
取

　
　

得
　

　
前

　
　

の
　

　
用

　
　

途

生
 
年

月
 
日

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)
年号

年

所  有  者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

円
住

 
 
所

又
は

所
在

地

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

課
 
税

 
標

 
準

 
額

，
，

０
０

０
　

円
(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

氏
 
名

又
は

名
 
称

税
額

.
／

1
0
0

，
，

０
０

　
円

電
 
話

番
 
号

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ
Ａ

Ｂ
１

・
Ｂ

２

受・否

記
載

要
領

１
６

を
参

照

使  用  者

住
所

又
は

所
在

地

（
　

　
　

　
　

　
）

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

環
境

性
能

割
減

免
額

・
減

免
後

の
額

燃
 
 
 
 
費

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額
氏

 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

申
告

書
・

所
有

形
態

種　別　割

年
　

税
　

額
，

，
０

０
　

円

税
率

コ
ー

ド
・

税
額

氏
 
名

又
は

名
 
称

グリーン

化特例
記

載
要

領
１

７
を

参
照

環 境 性 能 割

取
得

年
月

日

税
率

区
分

※
こ

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
こ

と

状
態

・
特

例

旧
 

所
 

有
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
所

有
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
種別割

状
態

税
額

月
／

1
2

，
，

０
０

　
円

価
額

(
本

体
・

付
加

)

税
額

住
所

コ
ー

ド

旧
 

使
 

用
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
使

用
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

申
告

年
月

日

氏
 
名

又
は

名
 
称

申
告

・
課

税
税

 
額

 
の

 
合

 
計

０
０

　
円

，
，



令和６年１月19日　金曜日 48第464号 増刊①

第
１
１
３
号
様
式
そ
の
１

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）

　

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

種
別

割
自

動
車

税
（

環
境

性
能

割
・

種
別

割
）

申
告

書
（

報
告

書
）

知
事

殿
環

　
境

性
能

割
次

の
と

お
り

申
告

（
報

告
）

し
ま

す
。

　
　

年
　

　
月

　
　

日

移
転

変
更

用
及

び
抹

消
・

転
出

用

申告区分

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

　
　

　
　

　
　

　
　

5
.
転

出
　

　
　

　
　

　
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

）
8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

取得原因

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号
運

輸
支

局
等

車
種

区
分

か
な

番
　

　
号

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

旧登録番号

（旧車両番号）

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

（
右

詰
で

記
入

）
（

右
詰

で
記

入
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

用途
0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

〒

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

年号
年号

年
月

日

登録番号

（車両番号）

型
　

　
　

　
式

年
月

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）
乗

　
車

　
定

　
員

最
 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

種
　

　
別

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

k
g

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

燃
 
料

 
の

 
種

 
類

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

c
m

c
m

c
m

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅
高

　
　

さ
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
ロ

ー
タ

ー
数

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

氏
 
名

又
は

名
 
称

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
（

　
　

　
　

　
　

　
）

環　境　性　能　割

通常の取得価額

電
 
話

番
 
号

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

（
左

詰
で

記
入

）

付
加

物
の

内
訳

（
品

名
）

（
価

額
）

年
月

日

付
　

　
加

　
　

物
所

　
　

有
　

　
形

　
　

態

，
，

０
０

０
　

円

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

，
，

０
０

０
　

円
取

　
　

得
　

　
前

　
　

の
　

　
用

　
　

途

生
 
年

月
 
日

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)
年号

年

所  有  者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

円
住

 
 
所

又
は

所
在

地

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

課
 
税

 
標

 
準

 
額

，
，

０
０

０
　

円
(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

電
 
話

番
 
号

使  用  者

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額

文
字

は
か

い
書

で
、

て
い

ね
い

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
　

　
　

　
　

　
）

※
下

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
で

く
だ

さ
い

（
職

員
記

入
）

。

環
境

性
能

割
減

免
額

・
減

免
後

の
額

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

氏
 
名

又
は

名
 
称

税
額

.
／

1
0
0

，
，

０
０

　
円

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ
Ａ

Ｂ
１

・
Ｂ

２

受・否

記
載

要
領

１
６

を
参

照

住
所

又
は

所
在

地

氏
 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

種
別

割
年

税
額

，
，

０
０

　
円

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

燃
 
 
 
 
費

（
※

）
こ

の
控

え
は

重
要

な
証

拠
に

な
り

ま
す

か
ら

大
切

に
保

存
し

て
く

だ
さ

い
。

　

０
０

　
円

，
，

（
領

収
印

）
納

 
税

 
済

 
証

継
続

検
査

及
び

構
造

等
変

更
検

査
用

の
納

税
証

明
と

し
て

使
用

す
る

場
合

の
有

効
期

限
は

、
翌

年
度

の
5
月

3
0
日

で
す

。
(
領

収
印

の
な

い
も

の
は

無
効

)

（
備

考
）

　
１

　
自

動
車

税
の

種
別

割
は

、
そ

の
所

有
者

が
納

税
義

務
者

で
す

。
た

だ
し

、
　

　
所

有
権

を
留

保
し

て
い

る
場

合
は

、
使

用
者

（
買

主
）

が
納

税
義

務
者

と
な

　
　

り
ま

す
。

　
２

　
売

買
契

約
書

等
取

引
価

額
を

証
す

る
書

類
の

写
し

及
び

控
除

額
の

内
訳

を
　

　
証

す
る

書
類

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
通

常
の

取
引

価
額

で
申

告
さ

　
　

れ
る

場
合

は
、

こ
れ

ら
の

書
類

を
省

い
て

も
差

し
支

え
あ

り
ま

せ
ん

。

　
３

　
形

式
的

所
有

権
の

移
転

に
伴

う
非

課
税

に
該

当
す

る
も

の
、

そ
の

他
課

税
　

　
免

除
に

該
当

す
る

も
の

は
、

こ
れ

を
証

す
る

書
類

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

税
額

月
／

1
2

，
，

０
０

　
円

グリーン

化特例
記

載
要

領
１

７
を

参
照

税
 
額

 
の

 
合

 
計



令和６年１月19日　金曜日49 第464号 増刊①

第
１
１
３
号
様
式
そ
の
２

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

種
別

割
自

動
車

税
（

環
境

性
能

割
・

種
別

割
）

申
告

書
（

報
告

書
）

知
事

殿
環

　
境

性
能

割
次

の
と

お
り

申
告

（
報

告
）

し
ま

す
。

　
　

年
　

　
月

　
　

日

移
転

変
更

用
及

び
抹

消
・

転
出

用

申告区分

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

　
　

　
　

　
　

　
　

5
.
転

出
　

　
　

　
　

　
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

）
8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

取得原因

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号
運

輸
支

局
等

車
種

区
分

か
な

番
　

　
号

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

旧登録番号

（旧車両番号）

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

（
右

詰
で

記
入

）
（

右
詰

で
記

入
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

用途
0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

〒

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

年号
年号

年
月

日

登録番号

（車両番号）

型
　

　
　

　
式

年
月

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）
乗

　
車

　
定

　
員

最
 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

種
　

　
別

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

k
g

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

燃
 
料

 
の

 
種

 
類

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

c
m

c
m

c
m

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅
高

　
　

さ
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
ロ

ー
タ

ー
数

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

氏
 
名

又
は

名
 
称

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
（

　
　

　
　

　
　

　
）

環　境　性　能　割

通常の取得価額

電
 
話

番
 
号

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

（
左

詰
で

記
入

）

付
加

物
の

内
訳

（
品

名
）

（
価

額
）

年
月

日

付
　

　
加

　
　

物
所

　
　

有
　

　
形

　
　

態

，
，

０
０

０
　

円

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

，
，

０
０

０
　

円
取

　
　

得
　

　
前

　
　

の
　

　
用

　
　

途

生
 
年

月
 
日

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)
年号

年

所  有  者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

円
住

 
 
所

又
は

所
在

地

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

課
 
税

 
標

 
準

 
額

，
，

０
０

０
　

円
(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

氏
 
名

又
は

名
 
称

税
額

.
／

1
0
0

，
，

０
０

　
円

電
 
話

番
 
号

（
　

　
　

　
　

　
）

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

環
境

性
能

割
減

免
額

・
減

免
後

の
額

燃
 
 
 
 
費

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額

円

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ
Ａ

Ｂ
１

・
Ｂ

２

受・否

記
載

要
領

１
６

を
参

照

使  用  者

住
所

又
は

所
在

地

氏
 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

種　別　割

年
　

税
　

額
，

，
０

０
　

円
旧

 

所
 

有
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
所

有
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
年

月
日

種
別

割
※

氏
 
名

又
は

名
 
称

グリーン

化特例
記

載
要

領
１

７
を

参
照

旧
 

使
 

用
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
使

用
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

氏
 
名

又
は

名
 
称

減
　

　
額

　
　

理
　

　
由環
境

性
能

割
年

月
日

税
額

月
／

1
2

，
，

０
０

　
円

1
．

抹
消

2
．

賦
課

取
消

3
．

誤
賦

課

4
．

5
0
条

該
当

5
．

1
5
条

該
当

6
．

県
別

換
出

7
．

そ
の

他

減
額

1
．

更
正

請
求

2
．

5
7
条

の
４

該
当

3
．

1
5
条

該
当

4
．

そ
の

他

差
引

税
額

税
 
額

 
の

 
合

 
計

０
０

　
円

，
，

整
理

番
号

※
こ

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
こ

と

区
分

税
　

　
　

額

処
理

年
月

日

正
当

額
円

摘
要

増
減

額



令和６年１月19日　金曜日 50第464号 増刊①
　

第
百
十
三
号
様
式
そ
の
四
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



令和６年１月19日　金曜日51 第464号 増刊①

第
１
１
３
号
様
式
そ
の
４

（
第

7
1
条

の
２

、
第

7
2
条

関
係

）

1
.
課

税
　

2
.
非

課
税

　
3
.
課

税
免

除
4
.
減

免
（

障
が

い
者

・
そ

の
他

）
5
.
免

税
点

以
下

　
6
.
商

品
車

7
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

種
別

割
自

動
車

税
（

環
境

性
能

割
・

種
別

割
）

申
告

書
（

報
告

書
）

知
事

殿
環

　
境

性
能

割
次

の
と

お
り

申
告

（
報

告
）

し
ま

す
。

　
　

年
　

　
月

　
　

日

移
転

変
更

用
及

び
抹

消
・

転
出

用

申告区分

1
.
新

規
登

録
（

新
車

）
　

　
2
.
新

規
登

録
（

中
古

車
）

　
3
.
移

転
登

録
4
.
転

入
　

　
　

　
　

　
　

　
　

5
.
転

出
　

　
　

　
　

　
　

6
.
抹

消
登

録
7
.
変

更
（

使
用

者
・

住
所

・
氏

名
・

定
置

場
・

番
号

・
構

造
・

用
途

）
8
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

取得原因

1
.
売

買
　

　
2
.
相

続
3
.
贈

与
4
.
所

有
権

留
保

解
除

5
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

課税区分

初
度

登
録

年
月

（
初

度
検

査
年

月
）

運
輸

支
局

等
車

種
区

分
か

な
番

　
　

号
運

輸
支

局
等

車
種

区
分

か
な

番
　

　
号

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

旧登録番号

（旧車両番号）

登
録

（
取

得
・

変
更

・
廃

車
等

）
年

月
日

（
右

詰
で

記
入

）
（

右
詰

で
記

入
）

納 税
　

（申
　

告
　

・
　

報
　

告
　

）義 務 者

住所又は所在地

用途
0
1
.
乗

用
車

　
0
2
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
物

）
　

0
3
.
ト

ラ
ッ

ク
（

貨
客

兼
用

車
）

　
0
4
.
ト

ラ
ッ

ク
（

け
ん

引
車

）
　

0
5
.
ト

ラ
ッ

ク
（

被
け

ん
引

車
）

0
6
.
バ

ス
（

一
般

乗
合

用
）

　
0
7
.
バ

ス
（

そ
の

他
（

　
　

　
　

）
）

　
0
8
.
三

輪
小

型
　

0
9
.
特

種
用

途
自

動
車

（
　

　
　

　
）

　
1
0
.
そ

の
他

（
　

　
　

　
）

　
1
1
.
バ

ス
（

一
般

貸
切

用
）

〒

3
.
昭

和
4
.
平

成
5
.
令

和

年号
年号

年
月

日

登録番号

（車両番号）

型
　

　
　

　
式

年
月

（
ビ

ル
・

ア
パ

ー
ト

・
マ

ン
シ

ョ
ン

及
び

棟
室

番
号

を
左

詰
で

記
入

）
乗

　
車

　
定

　
員

最
 
大

 
積

 
載

 
量

車
　

両
　

重
　

量

（
都

道
府

県
、

市
町

村
名

、
番

地
ま

で
を

記
入

）

種
　

　
別

営
・

自
区

分
車

　
体

　
の

　
形

　
状

車
 
 
名

 
（

通
 
称

 
名

）

車
両

総
重

量
車

台
番

号
（

下
７

桁
で

可
）

類
 
別

 
区

 
分

 
番

 
号

人
（

　
　

　
人

）
k
g
（

　
　

　
　

k
g
）

k
g

k
g

1
.
普

通
　

2
.
小

型
3
.
三

輪
　

4
.
軽

1
.
営

業
用

2
.
自

家
用

燃
 
料

 
の

 
種

 
類

lk
w

1
．

ガ
ソ

リ
ン

　
2
．

軽
油

3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
)

c
m

c
m

c
m

原
 
動

 
機

 
の

 
型

 
式

長
　

　
さ

幅
高

　
　

さ
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
ロ

ー
タ

ー
数

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

車
 
検

 
有

 
効

 
期

 
限

商
品

車
で

あ
る

場
合

の
古

物
商

許
可

番
号

主
た

る
定

置
場

　
※

（
　

）
内

は
旧

主
た

る
定

置
場

所
在

の
市

町
村

名
を

記
入

氏
 
名

又
は

名
 
称

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
（

　
　

　
　

　
　

　
）

環　境　性　能　割

通常の取得価額

電
 
話

番
 
号

1
．

自
己

所
有

　
　

2
．

所
有

権
留

保
　

　
3
．

商
品

車
　

　
4
．

リ
ー

ス
車

5
．

譲
渡

担
保

　
　

6
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
)

（
左

詰
で

記
入

）

付
加

物
の

内
訳

（
品

名
）

（
価

額
）

年
月

日

付
　

　
加

　
　

物
所

　
　

有
　

　
形

　
　

態

，
，

０
０

０
　

円

車
　

両
　

本
　

体
（

課
税

標
準

基
準

額
）

，
，

０
０

０
　

円
取

　
　

得
　

　
前

　
　

の
　

　
用

　
　

途

生
 
年

月
 
日

1
.
明

治
　

2
.
大

正
3
.
昭

和
　

4
.
平

成
5
.
令

和

1
．

営
業

用
　

　
　

2
．

自
家

用
3
．

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
　

　
　

)
年号

年

所  有  者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

円
住

 
 
所

又
は

所
在

地

関わる者

以外に当該申告に

申告・報告義務者

課
 
税

 
標

 
準

 
額

，
，

０
０

０
　

円
(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

氏
 
名

又
は

名
 
称

氏
 
名

又
は

名
 
称

税
額

.
／

1
0
0

，
，

０
０

　
円

電
 
話

番
 
号

バ
リ

ア
フ

リ
ー

・
Ａ

Ｓ
Ｖ

特
例

(
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞ
ﾅ
)

Ａ
Ｔ

・
Ｍ

Ｔ
Ａ

Ｂ
１

・
Ｂ

２

受・否

記
載

要
領

１
６

を
参

照

使  用  者

住
所

又
は

所
在

地

（
　

　
　

　
　

　
）

税
　

率
　

区
　

分
記

載
要

領
１

４
を

参
照

環
境

性
能

割
減

免
額

・
減

免
後

の
額

燃
 
 
 
 
費

変
 
速

 
装

 
置

構
 
 
造

種
 
 
別

 
 
割

減
免

額
・

減
免

後
の

額
氏

 
名

又
は

名
 
称

k
m
/
l

申
告

書
・

所
有

形
態

種　別　割

年
　

税
　

額
，

，
０

０
　

円

税
率

コ
ー

ド
・

税
額

氏
 
名

又
は

名
 
称

グリーン

化特例
記

載
要

領
１

７
を

参
照

環 境 性 能 割

取
得

年
月

日

税
率

区
分

※
こ

の
欄

に
は

記
入

し
な

い
こ

と

状
態

・
特

例

旧
 

所
 

有
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
所

有
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
種別割

状
態

税
額

月
／

1
2

，
，

０
０

　
円

価
額

(
本

体
・

付
加

)

税
額

住
所

コ
ー

ド

旧
 

使
 

用
 

者

住
 
 
所

又
は

所
在

地

旧
使

用
者

の
住

所
、

氏
名

等
は

こ
の

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

申
告

年
月

日

氏
 
名

又
は

名
 
称

申
告

・
課

税
税

 
額

 
の

 
合

 
計

０
０

　
円

，
，
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第
百
四
十
一
号
様
式
中
「第

144条
の

32第
２
項

」
を
「第

144条
の

32第
４
項

」
に
、
「燃

料
炭
化

水
素
油
譲
渡
証

」
を
「燃

料
炭
化
水
素
油
譲
渡
承
認
証

」
に
改
め
る
。

　
　
　

附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
三
十
五
条
か
ら
第
三
十
六
条
の
二
ま
で

、
第
六
十
六
号
様
式
か
ら
第
六
十
八
号
様
式
ま
で
、
第
七
十
号
様
式
及
び
第
七
十
一
号
様
式
の
改
正

規
定
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

２　

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
な
お
所
要
の
修
正
を
し

て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。


